
「CO2等を用いた燃料製造技術開発」プロジェクト
の研究開発・社会実装の方向性（案）

2021年12月
資源エネルギー庁

資料５



1

前回の委員御指摘を踏まえた対応

前回WGにおける委員からの御指摘事項

 10月21日の第7回エネルギー構造転換分野WGにおける各委員及びオブザーバの御
指摘や、CR燃料分野の有識者（早稲田大学 大聖名誉教授、エネルギー総合工学
研究所 飯田理事）等からの御意見を踏まえ、先日御提示した研究開発・社会実装
計画（案）を修正するとともに、同計画案に基づく予算規模を追記。

1. 既存のインフラの活用による課題に対して、トレードオフの可能性を含めた戦略の検討や、革新的な
開発を進める側とのバランスを考えて行くことも必要。（平野座長）

2. 海外も含めた広い視野から、社会実装に向けてバリューチェーン全体やビジネスモデル全体として、
戦略的なデザインの検討を行うことが必要。（平野座長、上野オブザーバ）

3. 燃料の置き換えができないセクターにおいて、セクターカップリングを行うことが重要。（関根委員）
4. 入口のH2とCO2、出口としての各種燃料や化学品というように、全て繋がりをもった形で、各PJが

進捗状況を見ながら議論していくことが重要。（馬田委員、関根委員）
5. CO2を排出することへの風当たりが世界的に見ても強い。CR燃料が国際的にも正しく評価・位置

づけられるように、国がルールメイキングに尽力することが必要。（佐々木委員）
6. 技術開発を進めていく中で、コスト増をどのように吸収するか、検討が必要。（伊井委員）
7. NEDO着手済みの事業も含めて我が国としての優先度を考えるべき。（高島委員）
8. SAFについて、バイオマス以外の原料からの製造も検討してほしい。（高島委員、林委員）
9. 重量車において、エンジンの正味熱効率55%を目指すべき。（大聖先生）
10.製造技術確立・燃料収率・変化効率向上・製造コスト低減が鍵となってくる。国内、海外それぞれ

の動向を常にモニタリングできるよう、ダッシュボードを作成し、状況判断を行うべき。（西口委員）
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カーボンニュートラルに必要不可欠なカーボンリサイクルとは
 カーボンリサイクル：CO₂を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化によりコンクリート等、人工光

合成等により化学品、メタネーション等により燃料へ再利用し、大気中へのCO₂排出を抑制。

排ガス等 貯留
Storage

EOR※1

• 化学吸収/物理吸収/膜分離など
• 直接大気回収（DAC: Direct 

Air Capture）
• CO₂輸送（車両、パイプライン、船

舶など）

CO₂フリー水素製造

• 水電解
• 化石資源改質＋CCSなど

直接利用(溶接、ドライアイス等）

※1 EOR：Enhanced Oil Recovery（石油増進回収法）

基幹物質
• CO、H₂の合成ガス
• メタノール等

熱化学（触媒など）
光化学（光触媒など）
電気化学（電気化学的還元など）
生物を利用した合成（微生物など）
上記の組み合わせ

輸入CO₂フリー水素（褐炭水素など）
各種水素キャリア
液化水素、MCH、アンモニアなど

国内余剰再生可能エネルギー

共
通
技
術

基
盤
物
質

• 含酸素化合物（ポリカーボネート、ウレタンなど）
• バイオマス由来化学品
• 汎用物質（オレフィン、BTXなど）

• コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など鉱物

燃料

• ネガティブ・エミッション（BECCS、ブルーカーボン/マリンバイオマス、
植物利用、風化促進など）その他

輸送分離回収
Capture

排ガスをそのまま利用

排ガスからCO₂
を分離回収

化学品

利用
Utilization

※2 SAF:Sustainable aviation fuel
※3 MTG:Methanol to Gasoline

• 液体燃料①（合成燃料（e-fuel・SAF※2 ）
• 液体燃料②（微細藻類バイオ燃料：SAF・ディーゼル）
• 液体燃料③（バイオ燃料（微細藻類由来を除く）：MTG※3、

エタノールなど）
• ガス燃料（メタン、プロパン、ジメチルエーテル）



脱炭素燃料のメリット

輸送部門
産業部門 家庭部門

車 トラック 船 飛行機

2030年
•ガソリン
•LPガス
•バイオエタノール※

•軽油
•バイオディーゼル※

•重油、軽油
•LNG
•LPガス
•アンモニア

•ジェット燃料
•代替航空燃
料（SAF）

•グリーンLPG
•都市ガス
•LPガス

•グリーンLPG
•都市ガス
•LPガス

2050年

•合成燃料
•グリーンLPG
•バイオエタノール※

•EV
•FCV（水素）
•ガソリン
•LPガス

•合成燃料
•バイオディーゼル※

•軽油

•合成燃料
•合成メタン
•グリーンLPG
•アンモニア
•LNG
•LPガス
•重油、軽油

•SAF
•合成燃料
•電気
•水素
•ジェット燃料

•合成メタン
•グリーンLPG
•都市ガス
•LPガス

•合成メタン
•グリーンLPG
•都市ガス
•LPガス

 「脱炭素燃料（※）」は、海外の化石燃料に依存する我が国のエネルギー需給構造に変革をもたら
す可能性があり、エネルギー安全保障の観点からも重要。

既存インフラを活用することで導入コストを抑えられるメリットが大きく、製造技術に関する課題を解決
し製造コストを下げることができれば、社会実装が実現可能。

脱炭素燃料にはこうした優位性があることから、脱炭素社会の実現に向けた多様な選択肢の一つとし
て、技術開発を促進することが必要。

：本プロジェクトで支援する脱炭素燃料

＜各部門における脱炭素燃料のニーズ＞

：他のプロジェクトで支援する脱炭素燃料
※ ：既に製造技術が確立している脱炭素燃料 4※燃焼しても大気中のCO2を増加させないバイオ燃料、水素、アンモニア、合成燃料、合成メタンといった燃料

追加 資6(p.3)
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合成燃料

既存燃料の価格

約135円/L（ガソリン）

約40-50円/Nm3（LNG）

技術開発(触媒の開発等)
大規模実証 等

ＳＡＦ

合成メタン

グリーン
ＬＰＧ

約100円/L（ジェット燃料）

約800-1000円/Nm3
（LPガス）

コスト目標(達成時期)

約100-150円/L（2050年）

約40-50円/Nm3（2050年）

約100-199円/L（2030年）

約950-990円/Nm3（2030年）

本プロジェクトで支援する「CO2等を用いた燃料製造技術開発」
本プロジェクトでは、水素、アンモニア以外の脱炭素燃料のうち、液体燃料として①合成燃料、②持続

可能な航空燃料（SAF）を、気体燃料として③合成メタン、④グリーンLPGについて、技術開発・
実証を行う。脱炭素燃料を社会に実装するためには、各製造技術を確立した上で、燃料収率・変換
効率の向上や製造コストの低減等の技術課題の克服が重要。

 これら「脱炭素燃料」について、商用化レベルでの製造技術を世界に先駆けて我が国企業が確立し、
海外各国へ技術や設備、それらの利用に係るノウハウ・知見等を展開することにより、世界における
「脱炭素燃料」に係る市場の獲得及びCO2の削減に寄与。

※既存燃料の価格については、所税課税後の価格



脱炭素燃料の社会実装を推進する政策的意義
電化・水素エネルギーへの代替が困難又は限定的となってしまう分野において、既存の化石燃料からの

代替が可能な脱炭素燃料の社会実装が必要。
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既存燃料 政策的意義 代替可能な
脱炭素燃料

活用可能な
既存インフラ等

目標とする
社会実装時期

ガソリン、軽
油等

電気・水素エネルギーへの代替が
困難なモビリティ・製品とセットで脱
炭素化を実現

合成燃料 ・自動車等の内燃機関
・製油所、SS
・タンクローリー、ケミカルタン
カー

2040年

ケロシン 大型かつ長距離の航空機の運航
における脱炭素化に必要不可欠
（電気・水素エネルギーは小型・
短距離での利用が現実的）

SAF ・製油所
・タンクローリー
・共同貯油施設等の空港
内設備

・航空機の内燃機関

2030年

都市ガス
（メタン）

電化が難しい産業分野の高温域
などでガスの脱炭素化による熱の
脱炭素化を実現

合成メタン ・LNG輸送・基地設備
・都市ガス導管
・家庭用・産業用ガス機器

2040年

LPG（プロ
パン、ブタ
ン）

オール電化への代替が困難な住
宅や都市ガスが普及していない工
場などにおける脱炭素化を実現

グリーンLPG ・LPガス充填所、LPガスタン
クローリー

・LPガス自動車（タクシーな
ど）

・家庭、工場

2030年

追加 資6(p.3,6,15)



脱炭素燃料の社会実装における課題／対処方針
脱炭素燃料の社会実装における課題（原料の安定的な確保、製造技術の確立、市場の獲得）に

対して戦略的に取り組む必要がある。

工場・発電所等

CO2
合成燃料

製造
＋水素

H2

SAF製造

合成メタン
グリーンLPG

製造
＋水素

H2

各分野でのカーボンニュートラルに貢献

乗用車

工場 オフィス

航空機
家庭

トラック
船舶
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原料（H2、CO2）の
安定的な確保

製造技術の確立
(コストの削減を含む)

市場の獲得

PJ間連携による技術の横連携 本PJによる研究開発 需要の創出、
既存技術・インフラの活用、

カーボンリサイクル燃料の国際的評価
の確立

＜課題＞

＜対処方針＞

追加



他のグリーンイノベーション基金プロジェクトとの連携

原料確保の観点から、水素関連プロジェクトやCO2の分離・回収等他のグリーンイノベーション基金プロ
ジェクトと連携しながら、社会実装に向けた効率的な研究開発を推進。
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出典：水素関連プロジェクトの研究開発・社会実装
の方向性（2021年4月）

出典：「CO2の分離・回収等技術開発」プロジェクトの
研究開発・社会実装の方向性

（2021年9月）

水素関連プロジェクト CO2の分離・回収等技術開発プロジェクト

追加 資6(p.9)



技術開発を進める上での考慮要素
 グリーンイノベーション基金（GI基金）での技術開発の実施にあたっては、技術開発そのものの進

展に加えて、水素やCO2といった原料の安定的な確保、カーボンリサイクル燃料の評価、脱炭素
燃料を製造する国内外の他技術の開発状況、水素・アンモニアや化石燃料+CCS等の代替手
段の社会実装の状況といった様々な要素を考慮しながら進める必要がある。

9

考慮要素

原料（H2、CO2）の安定的な確保

カーボンリサイクル燃料の国際的評価の確立

脱炭素燃料を製造する国内外の他技術の開発状況

代替手段の社会実装の状況

フォローアップしながら
進める必要あり

GI基金での
技術開発

追加 資6(p.34)
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合成燃料の定義
本プロジェクトで対象とする合成燃料とは、CO2（二酸化炭素）とH2（水素）を合成して製造され

る燃料である。この混合物は、複数の炭化水素化合物の集合体、いわば“人工的な原油”である。

合成燃料は、原料となるH2の製造過程でCO2が排出されることがないよう、再生可能エネルギー由来
電力等で水電解を行ってH2を調達することが基本となる。これは、化石燃料からCO2を分離・貯留し
たH2（ブルー水素）を原料とした場合、化石燃料からCO2を分離した後に、再び別に回収するCO2と
合成をすることとなり、製造プロセスとして非効率となるからである。

合成燃料

メタネーション
（サバティエ反応等）

メタン

メタノール

軽油

灯油・ジェット燃料

ナフサ・ガソリン

CO2

重油

FT

合
成
反
応※特に、再エネ由来の水素を

用いた場合はe-fuelという。

メタノール合成

H2

液体合成燃料

気体合成燃料

混合物

出典：合成燃料研究会中間取りまとめ



合成燃料におけるCO２の再利用のイメージ

工場・発電所等

CO2

合成燃料
製造

H2

DAC

CO2
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合成燃料とCO２排出との関係
 CO2を原料とした合成燃料は、発電所や工場等から排出されたCO2や、将来的には大気中からDAC

技術により回収されたCO2を再利用（カーボンリサイクル）することから、脱炭素燃料とみなすことが
できる。

 さらに、合成燃料は、原油に比べて硫黄分や重金属分が含まれていないとの特徴があり、排出ガス中
に健康影響リスクのあるSOXを含まないなど、クリーンな燃料である。



※出典：トヨタ自動車

エネルギー密度の比較

1000
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重
量
当
た
り
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度

5000 10000

体積当たりのエネルギー密度
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11000

軽油

ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

ガソリン

ガス燃料

天然ｶﾞｽ
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電池
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ｴﾀﾉｰﾙ

100

ﾆｯｹﾙ水素
鉛

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ

液体燃料
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液体燃料のエネルギーとしての特徴
液体合成燃料は、化石由来のガソリンや軽油等と同様に、エネルギー密度が高いという特徴がある。

例えば、大型車やジェット機が電動化・水素化した場合、液体燃料と同様の距離を移動する際、液体
燃料よりも大容量の電池・水素エネルギーが必要となる。

 こうした液体燃料は、電気・水素エネルギーへの代替が困難なモビリティ・製品がある限り存在し続け
る。



14

（１）自動車用燃料としての観点
電動車の普及には、車両、蓄電池やインフラなど様々な課題への対応が必要となる。特に、電動化

のハードルが高い商用車等については、合成燃料を代替燃料として利用するなど燃料の脱炭素化の
取組も追求すべきである。

今後、自動車分野においてカーボンニュートラルを実現する上では、バイオ燃料に加え、合成燃料は電
動車が潜在的に抱えている課題を克服する解決策の一つとして考えられる。なお、バイオ燃料は原料
不足に対する懸念がある一方で、合成燃料は、原料がCO2とH2であるため、工業的に大量生産する
ことが可能であるという点で、ポテンシャルがある。

 また、新規の合成燃料開発と合わせた燃料利用技術の最適化を進めることで、相乗効果による更な
るCO2削減が期待される。さらに、将来的に、現在のガソリン、軽油に変わる合成燃料の国際規格の
策定についても積極的に関与していく必要がある。



（出所）IEA  「ETP(Energy Technology Perspectives) 2017」に基づき作成

IEAが示した技術普及シナリオ
（平均気温上昇の２℃達成ケース）

ガソリン自動車（G）

クリーンディーゼル
自動車（D）

天然ガス自動車
（CNG/LPG)

ハイブリッド自動車（HV）

プラグインハイブリッド
自動車（PHV）

電気自動車（EV）

燃料電池自動車（FCV）
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（参考） 2017年IEAによる世界の電動化見通し
 2017年のIEAの分析によると、世界的な電動化の流れは趨勢だが、エンジン車との併存が続く見通

しで、2030年時点では、電動車の割合が32%まで増加する一方で、ガソリン車やハイブリッド自動車
等のエンジン搭載車は91%残っている。

 2040年時点においても、乗用車販売に占める84%はエンジン搭載車のため、世界的にカーボン
ニュートラルを実現するためには、これらに供給する脱炭素燃料が重要となる。
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（２）航空機・船舶用燃料や民生・産業用燃料としての観点
航空機・船舶においては、国際機関の要請により、 CO２削減目標が定められており、航空機について

は、バイオジェット燃料・合成燃料、船舶については水素・アンモニアなどの代替燃料の技術開発をそれ
ぞれ推進。

特に航空機については、ICAOにおいて、2021年以降、国際航空に関してCO２排出量を増加させな
いとの目標を採択しており、この目標を達成するための手段としてバイオジェット燃料に加え、合成燃料
等の代替燃料の活用が期待。既に商用化されているバイオ燃料が先行して活用されることが見込ま
れるが、バイオジェット燃料の原料不足に対する懸念がある。一方、合成燃料の原料はCO2とH2である
ため、工業的に大量生産することが可能であるという観点から、SAFとしてのポテンシャルを評価すべ
き。

合成燃料は、そのほかにも、民生用燃料としての利用も想定される。例えば、灯油・LPガス・都市ガス
を利用した暖房器具は、エアコンと比較して即暖性が高く、外気温に影響されにくい等の特徴があり、
特に寒冷地域では、冬場の暖房器具の燃料として備蓄性等にも優れた灯油については引き続き需要
が残る可能性がある。合成燃料はこうした灯油の特徴を維持しながら脱炭素化を実現することができ
る。

 また、産業用（ボイラー）燃料として活用するなど、経済的・熱量的・構造的に電化が困難な熱需要
の脱炭素化に貢献することも考えられる。

修正



発電所や工場等 CO₂

H2

回収したCO₂と水素から
合成燃料を製造

製造／カーボンリサイクル 販売

原料回収工程 合成燃料製造工程

物流

燃料供給燃料輸送

既存ローリー、
既存船を使用

既存ステーション
で供給可能

従来のインフラ、システムが使える領域新しいインフラ、仕組みが必要となる領域

合成
合
成
燃
料
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（３）石油精製業：新たな燃料供給へのチャレンジ
合成燃料は、既存の燃料インフラが活用可能であることから、石油精製業のみならず幅広い関連業

種にとって、水素など他の新燃料に比べて導入コストを抑えることが可能となり、導入のポテンシャルが
高い。

特に石油精製業は、国内の石油需要の減少に伴い、精製設備能力の削減が求められるとともに、削
減で余剰となったアセット（タンク、土地、人材等）を活かした新規事業への取組が迫られている。こう
した中で、合成燃料をはじめとした新たな燃料供給へのチャレンジにより、新規事業への取組を通じた
余剰アセットの活用のみならず、脱炭素化に伴う社会的コストを低減させることができる。

修正 資6(p.4)



関越自動車道の立ち往生発生状況（令和２年１２月１８日）
出典：大雪に対する国土交通省緊急発表 令和２年１２月２８日

積雪により停電が発生した兵庫県香美町や新温泉町
では、灯油配送が継続（令和２年１２月）
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（４）液体燃料のレジリエンス／エネルギーセキュリティの観点
合成燃料は、レジリエンスの観点からは、化石燃料同様、積雪により停電が発生した地域への燃料配

送の継続や、高速道路で立ち往生した自動車に対しても給油することが可能である。加えて、災害対
応機能を有するSSなどの既存の燃料供給インフラの活用や既存タンクを活用した備蓄が可能であ
るなどの特徴がある。

 エネルギーセキュリティの観点からは、合成燃料は国内で工業的に大量生産することができること、常温
常圧で液体であるため、水素など他の新燃料に比べて長期備蓄が可能であることといった優位性があ
る。
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※各社プレスリリース（2020/12/2）資料より抜粋

カーボンリサイクルの
ビジネスモデル検討

直接合成（Direct-FT）の研究開発共電解とFT合成の一貫製造プロセスの研究開発

【 現状技術 】

【取組み案】 【取組み案】

【 現状技術 】

JPEC、石油会社等による研究開発

国内の動向
東芝エネルギーシステムズ、出光興産等6社は、CO2をCOに電気分解する技術を用いたプロセスにより

排ガスなどからのCO2を「持続可能なジェット燃料」に再利用する、カーボンリサイクルのビジネスモデル検
討を開始。

 2021年2月から、JPEC（石油エネルギー技術センター）、石油会社（ENEOS、出光興産）等が
連携し、 CO2からの液体合成燃料一環製造プロセス技術の研究開発に着手。



企業／大学名（国籍）
a)商用段階、b)実証事業、c)
研究開発、d)検討中、e)その
他

スケジュール／BD規模／事業
費

技術要素／製造プロセス（共
電解、D-FTなど） 政府からの支援の有無

Audi（ドイツ） b)実証事業 2018年に60Lのe-gasoline
の生産に成功 ー ー

Repsol （スペイン） c)研究開発
（Aramcoと共同）

2024年、50bpd規模で稼働
予定
第1弾で6千万ユーロ投資

100MW電解槽
FT合成

欧州イノベーション・ファンド応募
（2021年末採否決定）

Total（フランス）
パートナー：Sunfire【スタートアップ】

b)実証事業
ドイツTotal Leuna製油所

2021年稼働
150百万ユーロ(メタノール製造
含め一式）

１MW (SOEC)電解槽 ドイツ政府支援

WESTKUSTE100（ドイツの
コンソーシアム名）
コンソーシアム：10社

b)実証事業
ドイツHeide製油所を含む工
業地帯

2019年7月18日、89百万€
の開発計画公表
2020年8月プロジェクト開始、
5か年

30MW電解槽による製油所
向け水素
本PJ終了後、50～
100MW(パイロット）、
700MW(大型化）へ移行
FT合成

2020年8月3日、政府支援
予算30百万€承認)

BP（英国） d)検討中
ドイツBP Lingen製油所 2022年に投資判断

50MW電解槽（将来
500MW)、グリーン水素からサ
ステナブル燃料

欧州イノベーション・ファンド応募
（2021年末採否決定）
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海外の動向①
近年、欧米を中心に、数多くの研究開発や実証プロジェクトが立ち上がっている。これらのプロジェクトの

主体は、欧州の石油会社や自動車会社に加え、水電解やCO2回収の技術を有するスタートアップ
やそれらのコンソーシアムが多い。

実証フィールドとしては、製油所や、安価な水素調達が見込まれる地域であることが特長。また、特に
欧州のプロジェクトについては、政府からの支援を受けて研究開発・実証を行っている場合がほとんど。



会社／大学名（国籍）
a)商用段階、b)実証事
業、c)研究開発、
d)検討中、e)その他

スケジュール／BD規模
／事業費

技術要素／製造プロセス
（共電解、D-FTなど） 政府からの支援の有無

Sunfire【スタートアップ】

パートナー：Climeworks【ス
タートアップ】, INERATEC , KIT

b)実証事業
デモ専用プラント（ドイツ・
ドレスデン）

技術ライセンス先
（Norsk e-Fuel、
Nordic Blue Crude)
より供給開始

共電解 (10 kW)  
Climeworks(DAC)、
NERATEC (FT合成)、 KIT 
(水素化分解) 

ドイツ連邦教育・研究省
BMBFがKopernikus
Power-to-Xプロジェクト
の一環で資金活用

Norsk e-Fuel（ノル
ウェー）
パートナー：Climeworks【ス
タートアップ】, Sunfire【スタートアップ】
, Paul Wurth

b)実証事業
ノルウェーHeroya

2023年(Phase1)  
180bpd
2026年(Phase2) 
1,800bpd

SOEC  共電解槽
FT合成 ー

Nordic Blue Crude（ノ
ルウェー）
パートナー：Norwegian 
Technological University

b)実証事業
ノルウェーHeroya 2022年 180bpd アルカリ電解槽

FT合成

独エネルギーロジ会社
Marquad & Bahlsが
2020年1月,10月に出
資

Infinium（米国加州）
パートナー：アマゾン, 米国三
菱重工、英国APベンチャーズ, 
独Neuman & Esser, グラン
サム環境トラスト

b)実証事業
（アナウンスがあったが、現
状の研究施設情報なし）

(未公表）

e-fuel製造プロセスの概要
①再生可能エネルギー由来電
力を利用し、水電解槽で、グ
リーン水素を製造
②独自触媒を使用した反応
炉で、CO2とグリーン水素を合
成し、合成ガスを生成
③合成ガスからe-fuelを合成

－
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海外の動向②



会社／大学名（国籍）
a)商用段階、b)実証事
業、c)研究開発、
d)検討中、e)その他

スケジュール／BD規模／
事業費

技術要素／製造プロセス
（共電解、D-FTなど） 政府からの支援の有無

Haru Oni プロジェクト
（チリ）
プロジェクトパートナー：
チリ電力会社AMF、AIM子会
社HIF(Highly Innovative 
Fuels)、チリ国営石油ENAP、
イタリアEnel、ドイツ
（Siemens,  Porsche,  
BMWi）、米ExxonMobil

b)実証事業
チリ・マガジャネス州

2022年(パイロット) 
130KL/y
2024年(Phase1) 5.5
万KL/y
2026年(Phase2) 55
万KL/ｙ

Siemens PEM型電解槽
MTG（EM技術）

Siemensは、ドイツ連邦
経済エネルギー省
（BMWi）から8百万ユー
ロの補助獲得

航空宇宙センター(DLR)
（ドイツ）
パートナー：ハンブルク工科大
学（ドイツ）、John Brown 
Voest GmbH（ドイツ）

b)実証事業
パイロットプラント 生産能力は1万トン/年

ドイツ連邦交通・デジタルイ
ンフラストラクチャー省
(BMVI)からの委嘱による
e-fuel生産プラント

HaldorTopsoe社（デン
マーク） d)検討中

生産検討 ー

電解水素とCO2から船舶
用再エネメタノールや再エ
ネジェットを生産
10MW in 2023, 
250MW in 2027, 
1,3GW in 2030

ー

オックスフォード大学（英
国）

c)研究開発
実験室レベルと思われる ー 鉄系触媒を用い、CO2を

直接ジェット燃料に変換 ー
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海外の動向③
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32.9円/Nm3
+

100円/Nm3×6.34Nm3/ℓ

+

製造コスト

33円/ℓ

H2

約700円/ℓ

約350円/ℓ

約300円/ℓ

CO2

14.65円/Nm3

+ ＝＝ 634円/ℓ

×6.34Nm3/ℓ

＝ 301円/ℓ

32.9円/Nm3×6.34Nm3/ℓ

＝ 209円/ℓ

20円/Nm3×6.34Nm3/ℓ

＝ 127円/ℓ

32円/ℓ

約200円/ℓ

+ 33円/ℓ+32円/ℓ

+ 33円/ℓ+32円/ℓ

+ 33円/ℓ+32円/ℓ

5.91円/kg×5.47kg/ℓ

将来、水素価格が
20円/Nm3になった
ケース

＝

＝

＝

合成燃料を海外で
製造するケース

海外の水素を国内
に輸送し、国内で合
成燃料を製造する
ケース

国内の水素を活用
し、国内で合成燃料
を製造するケース

※NEDO「ＣＯ２からの液体燃料製造技術に関す
る開発シーズ発掘のための調査（2020.8）」の結
果に基づき試算。

合成燃料の製造とコスト（現状の試算値）
合成燃料は、現状、化石燃料と比べてコストが高い。国内の水素製造コスト、水素の輸送コストを踏

まえると、海外で製造するケースが最もコストを低く抑えられると見込まれる。
将来的に、合成燃料のコストは脱炭素燃料であるという環境価値を踏まえて見ていく必要があり、既

存燃料と単純な比較をすることは適当ではない。
合成燃料のコストを下げるためには、製造効率の向上、CO2の分離・回収コスト、H2の製造コスト・

輸送コスト、を下げることが鍵。その上で、必要に応じて政府のインセンティブが求められ得る。
特に、H2コストの低減を待つことなく、製造効率向上により合成燃料1ℓ当たりのH2必要量を削減す

るなど、プロセス全体の総合効率向上が重要。

製造効率向上
により、水素

必要量を削減

修正
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本プロジェクトの目標等と関連する研究開発内容について（液体燃料：合成燃料）

 本事業では、液体燃料（輸送用）関連として、合成燃料については、逆シフト反応と
FT合成等を組み合わせた高効率なプロセスの確立を目的として、以下の目標・研究開
発内容を設定。

内容①：液体燃料収率の向上に係る技術開発

内容②：燃料利用技術の向上に係る技術開発（補助）

目標
（合成燃料）

 目標（合成燃料）：2040年までの自立商用化（環境価値を踏まえたもの）を目指し、
2030年までにパイロットスケール（300BPD規模を想定）で液体燃料収率80%を達成。

 燃料利用段階のCO2排出量を現在（110kg-CO2/km）から半減するための基盤的技術
及び内燃機関（重量車）の正味熱効率（最高点）55%以上を実現するための基盤的技
術を2027年までに確立。
→ 運輸部門における電動化・水素燃料化のハードルが高い領域について、輸送用燃料の

脱炭素化は不可欠。

研究開発目標とその考え方等

追加 資6(p.18,20)
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FT合成

直接合成（Direct-FT）

CO2電解

共電解

逆シフト(RWGS)

原料 合成ガス合成ガスへの転換 燃料への転換 合成燃料

FT合成

（ガソリン）

（ディーゼル）

（ジェット・灯油）

（重油）

基金プロジェクトにおける研究開発内容

合成燃料の製造プロセス
合成燃料は、CO２からCOに転換し（逆シフト反応）、COとH２を反応（FT合成反応）させて作ら

れる。
早期商用化を実現するためには、高効率・大規模な製造技術などエンジニアリングの観点から、既存プ

ロセスのそれぞれの技術をより高効率化するための技術開発・実証等を行うことが必要。
 なお、CO２電解、共電解、直接合成（Direct-FT）といった、未だ研究開発段階であるものの、

革新的な製造プロセスあり。

NEDOにおける革新的な製造プロセス開発

修正
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＜化学式＞CO2+H2 → CO+H2O 逆シフト反応
nCO＋2nH2 → (CH2)n＋nH2O FT合成

＜概要＞
・熱を加えた触媒反応にてCO2をCOに還元し、生成したCOとH2からFT合
成粗油製造

・逆シフト反応は反応温度によっては理論上はCOの収率を向上することが
可能であるが、エネルギー消費等、運転コストや装置コストの観点から条
件最適化を目指した一貫製造システムの開発が重要

＜技術課題＞
・高効率に液体燃料製造を実現する一貫製造プロセスの構築

逆シフト反応ｰFT合成、
アップグレーディング開発

と技術確立

パイロット実験を通じた
一気通貫プロセス完成

逆シフト反応-FT合成

合成燃料の製造技術と課題
合成燃料を製造する技術として、①CO2をH2により還元してCOを製造する逆シフト反応、②COとH2

から炭化水素を製造するFT合成、③FT合成粗油を水素化異性化、分解することでガソリン、SAF、
軽油までの製品にアップグレーディングする一貫製造プロセスを開発する。

 CO２は極めて安定な物質であるため、反応性の高いCOに還元する工程を含めた全体で効率的な
プロセス開発を目指す。

逆シフト反応により生成したCOを、さらに高効率で燃料に転換するためには、未反応原料を再原料化
することやエネルギーの全体最適の観点から、後段のFT合成工程と高度に連携を図る必要があり、プ
ロセス全体の総合効率を高めることが実用上極めて重要となる。



＜国内の石油製品需要＞ ＜ENEOSの石油需要見通し＞

＜出光興産の石油需要見通し＞

※両社の中期経営計画から抜粋出典：石油市場動向調査ワーキンググループ（令和3年4月6日）
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国内の石油製品需要について
現在、国内需要は減少傾向が続いており、2021～2025年度平均▲1.5%。特にガソリン需要につ

いては、乗用車燃費改善等により、▲2.4%で推移する見通し。
 さらに、石油会社は、中期経営計画において、2040年には石油需要が半減すると見通している。



2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

●カーボン
リサイクル
燃料
コスト目標
2030年 100円台/L

(＝既製品と同等)

（ⅱ）合成燃料

導入拡大・コスト低減 自立商用

※代表事例を記載

合成燃料の製造技術の開発
・既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化
・製造設備の設計開発

大規模製造の実証

合成燃料の革新的製造技術の開発
・CO2電解（＋水電解）＋FT合成プロセスの研究開発
・共電解＋FT合成プロセスの研究開発
・直接合成（Direct-FT）プロセスの研究開発

現状と課題 今後の取組
商用化に向けた課題はコストと

製造技術の確立
・CO2と水素を合成して製造される脱炭素燃料。
・特徴は、化石燃料と同様に液体燃料であるた
め、高エネルギー密度と可搬性。
・商用化に向けた一貫製造プロセス未確立。

合成燃料の大規模化・技術開発支援
・既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化や製造設備の設計開発。
・革新的新規技術・プロセス（共電解、Direct-FT等）の開発。
・2030年までに高効率かつ大規模な製造技術を確立し、2030年代に導入拡大・コスト低減し、2040年
までの自立商用化（※5）を目指す。
・2050年にガソリン価格以下のコストを実現することを目指す。

（※5）自立商用化フェーズにおける合成燃料のコストは、その環境価値を含めたコストであると想定される

合
成
燃
料
（※

4

）

カー
ボン
リサ
イク
ル燃
料 （※4）発電所や工場等から回収したCO2と水素を合成して作られる液体燃料。

＜ 「グリーン成長戦略」より抜粋 ＞
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合成燃料の研究開発の加速化
早期商用化を実現するため、既存技術を最大限活用しつつ、商用可能なレベルに引き上げるには、

製造プロセス全体のさらなる高効率化のための技術開発や、大規模かつ長期連続、安定した製造
を実現するための製造設備の設計開発や製造実証を引き続き行う必要がある。

 また、CO2電解等の革新的な製造プロセスは、熱マネジメントによる製造効率の飛躍的向上等の観
点から重要であり、その開発にも、産学官で連携するなどにより取り組んでいく必要がある。

 こうした技術開発・実証を今後10年で集中的に行うことで、2030年までに高効率かつ大規模な製
造技術を確立し、2030年代に導入拡大・コスト低減を行い、2040年までの自立商用化（環境
価値を踏まえたもの）を目指すべき。

国内の石油製品需要が減少していく中、合成燃料の早期商用化により、合成燃料を製造する技術
を世界に先駆けて我が国企業が確立し、海外各国へこうした技術や設備、それらの利用に係るノウハ
ウ・知見等を展開することで、世界における合成燃料に係る市場を獲得することに繋がる。
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合成燃料利用時 合成燃料の製造場所 評価

発電所・
工場等

国 内

海 外

DAC

国 内

海 外

国内
＋CO2

国内
－CO2

海外
－CO2＋CO2

海外
－CO2

国内CN
（CO2＝0）

国内
＋CO2

国内CN
（CO2＝0）

国内CN
（CO2＝0）

国内CN
（CO2＝0）

国内
＋CO2

国内
－CO2

海外CO2減少分を
国内カウントする場合

海外CO2減少分を
国内カウントできない場合

海外CO2減少分を
国内カウントする場合

海外CO2減少分を
国内カウントできない場合

出典：合成燃料研究会中間取りまとめ

脱炭素燃料としての国際的評価と枠組みの構築
合成燃料は、燃焼時にCO2を排出するものの、製造時にCO2を再利用していることから、カーボンニュー

トラルであるとみなせる。合成燃料の導入拡大のためには、合成燃料が脱炭素燃料であるとの国際
的評価を確立することや、発電所・工場等から排出されるCO2を回収して利用する場合はCO2削減
分のカウントを発電所・工場等側と製造側とでどのように割り振るべきかといったルールを作ることが
重要であり、今後、国際的議論に積極的に参画していく必要がある。

合成燃料の製造場所が海外である場合、海外で回収されたCO2を消費国のCO2削減分としてカウン
ト（オフセット）しなければならない。合成燃料が国内のみならずグローバルなサプライチェーンの中で製
造される可能性が高いことを踏まえれば、カーボンクレジット制度を通じて、合成燃料製造時に回収さ
れるCO2のオフセットの枠組みを構築していく必要がある。



（参考）石油連盟：石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン
 2021年3月、石油連盟が、石油業界の2050年カーボンニュートラルに向けたビジョンを公表。
 事業活動に伴うCO2のカーボンニュートラルに加え、サプライチェーンや製品の脱炭素化の取組や、

既存インフラが活用できる革新的な脱炭素技術の研究開発と社会実装に積極的にチャレンジする
ことなど、社会全体のカーボンニュートラルの実現に貢献することを宣言。

 この中で、合成燃料の技術開発など供給する製品に伴うCO2排出削減も目指すこととしている。

30出典：石油連盟HP（石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン（目指す姿）

追加



燃焼技術の進化のトレンド
⇒本プロジェクトでは、革新技術の開発により、
燃料利用段階のCO2排出量の半減（乗用車）
正味熱効率（最高点）55%以上（重量車）を目指す。

これまでのイノベーション例
• 電子制御
• 燃料筒内直接噴射
• 燃料高噴射圧＆多段噴射
• 可変機構
• 過給器
• 三元触媒（CO,HC,NOx)
• リーンNOx浄化触媒

これから必要となるイノベーション例
超高精密燃焼制御技術

• 空気・燃料の燃焼室内分布の精密制御、点火
/着火・燃焼の一連の化学反応制御により、
様々な運転条件で最高効率となる燃焼状態を
実現

• フリクション低減のための部品表面形状・コーティ
ング材料等の革新技術開発

ゼロエミッション排気浄化触媒技術
• 低温・高温時の浄化性能向上とエネルギーロス

低減の両立のための新触媒材料・新構造・機
能統合

• 排ガス浄化触媒の劣化機構解明と改善

⇒合成燃料の組成に適合する形で
技術開発を進める必要

31出典：戦略的イノベーション創造プログラム革新的燃焼技術（SIP）資料を一部経済産業省改変

合成燃料と合わせた燃焼関連技術の進化の必要性
普及初期段階では、合成燃料の販売価格は、既存の化石燃料と比較して高くなる可能性。燃料側

の取組のみならず、自動車業界とも連携し、対応を検討していく必要。
合成燃料開発を合わせ、燃費向上による消費者負担の軽減、合成燃料の組成に適合した最適な燃

焼関連技術を開発することで、成果の最大化を図る。
⇒合成燃料に適合する超高精密燃焼制御、ゼロエミッション排気浄化触媒等の革新技術が必要

追加 資6(p.16)



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
CO2等を用いた燃料製造技術開発（液体燃料：合成燃料）

予算
[2022ー

2030年]
575.6億円

（合成燃料）
①高効率な液体燃料
製造を実現する触媒等
の研究開発
②大規模製造を実現
するための製造設備の
設計開発
[予算：545.6億円]

パ イ ロ ッ ト ス ケ ー ル
（ 300500BPD 規
模）で液体燃料収率
80%の達成
[測定指標]
プラントの運転実績で
評価[2031年見込]
上記数値目標達成

（合成燃料）
③燃焼技術・排ガス処
理技術の高度化の基
礎研究及び利用実証
[予算：30億円]

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （短期ｱｳﾄｶﾑ） （中長期アウトカム）

燃料利用段階のCO2排出
量を半減する基盤的技術
（乗用車）及び正味熱効
率（最高点）55%以上
となる内燃機関技術（重
量車）の確立
[測定指標]シミュレーション
モデル
[2027年見込]基盤的技
術確立

2030年
CO2削減効果

[測定指標]
CO2削減量試算値

[2030年見込]
約4.57.5万トン

2030年
経済波及効果

[測定指標]
ー（未商用化）

[2030年見込]
ー（未商用化）

2050年
CO2削減効果

[測定指標]
CO2削減量試算値
[2050年見込]
約1.2億トン

2050年
経済波及効果

[測定指標]
国内市場規模推算
値
[2050年見込]
約7.1兆円

アウトカム（世界市場規模推計）試算の考え方
・合成燃料におけるアウトカムは、2021～2025年度石油製品需要見通しを参照して試算された国内需要規模及び削減ポテンシャル
を算出したもの

2050年
カーボン
ニュート
ラル達成

経済効果
190兆円

（インパクト）

32

修正 資6(p.16,18,19,20
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実施スケジュールのイメージ（合成燃料）

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

【研究開発項目１】合成燃料の製造収率、利用技術向上に係る技術開発

パイロットプラントによる
運転検証

運転検証触媒開発、プロセス設計、
ベンチプラント設計・建設

要素技術の性能確認、技術確立
一貫製造プロセスの設計

運転検証

ラボ要素技術開発、
ベンチプラントテスト

パイロットプラント設計・建設

燃料利用技術の革新

パイロットプラントでの液体燃料収率80％の達成

要素技術の組み合わせによる
評価・各要素技術改良

①液体燃料収率の向
上

②燃料利用技術の向
上

液体燃料収率80%を満たす合
成燃料製造プロセスの設計
（逆シフト反応CO2転化率60％、
FT反応CO転化率50％の達成
及びリサイクル技術の開発）

開発要素技術のパイロット規模へ
のスケールアップ機設計（逆シフト
反応CO2転化率60％、FT反応
CO転化率50％の達成及びリサイ
クル技術の開発）

合成燃料の特徴を考慮した、
燃焼技術や排ガス技術の基盤的
な技術開発の実施

 ①2024年頃までに合成燃料製造プロセス設計と要素技術の確立、2028年頃までにパイロッ
トプラントでの液体燃料収率80％を達成

 ②燃料利用段階のCO2排出量を50％に削減するための2027年頃までに基盤的技術を確立す
る

50％以上のCO2削減（乗用車）/正味
熱効率55%以上（重量車）に資する
要素技術が確立できる見込みを確認

パイロットプラントでの
製品規格適合性確認

追加
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目次

１．背景・目的
２．各燃料における課題、目標、研究開発項目等
（１）合成燃料
（２）持続可能な航空燃料（SAF）
（３）合成メタン
（４）グリーンLPG
３．スケジュール



SAFが必要となる背景① ICAOによる国際航空輸送分野でのCO2排出規制

＜国際航空からのCO2排出量予測と排出削減目標のイメージ＞

CO
2(

M
t)

無対策の場合

新技術の導入

運航方式の改善

1800

1600

1400

1200

1000

800

600

400

持続可能な航空燃料
＋市場メカニズム活用

2019 ICAO Regional 
Workshop資料より抜粋

2010 2020 2030 2040

目標達成の手段

①新技術の導入（新型機材等）、②運航方式の改善、
③持続可能な航空燃料活用、④市場メカニズム活用

＜CO2削減枠組みスケジュール＞

航空業界の国際機関であるICAOにおいて、国際航空輸送分野における2021年以降のCO2排出
量を、2019年のCO2排出量（基準排出量）に抑えることが目標とされている。

航空会社は、その目標を達成するために、CO2排出量を削減しなければならない。そのための達成手
段として、持続可能な航空燃料（SAF：Sustainable Aviation Fuel）の導入が必要とされている。

2021年～2026年
•対象国※のうち自発参加国の事業者
のみ、排出量を抑制する義務が発生。

•日本は自発参加国であり、ANA、
JAL等が対象。

2027年～2035年

•全ての対象国の事業者に、排出抑制
義務が発生。

•中国、ロシア等の一部大国も義務化
の対象。これにより、SAFやクレジット
の必要量が増大する可能性有。

2035年～
ICAOにおいて中長期目標検討中
（※）対象は、最大離陸重量5,700kg以上の事業者。 35



SAFが必要となる背景② 世界的な航空分野における脱炭素化の潮流
 航空のCO2排出量は、自家用乗用車と比較すると少ないものの、鉄道等他の公共交通と比較すると多い（図

①）。CO2排出の観点から、欧州を中心に、航空の利用を「飛び恥」として懸念する動きも出ている。

 一方、CO2の排出量原単位と移動時間の関係を見ると、航空は必ずしも他のモードに代替できるものではないと
言える（図②）。また、現在のジェット燃料（ケロシン）に代替できる燃料が直ちにない（図③）。

 島国である我が国は、外国との往来を航空に依存していることに加え、外国人旅行者の誘致の観点からも、航空
セクターの積極的なCO2削減を推進する必要がある。諸外国の動きに照らせば、気候変動対策の観点のみなら
ず、我が国航空関連産業の国際競争力維持・強化のためにも、脱炭素化の取組は待ったなしの課題である。

③航空分野に使用されうる燃料別のエネルギー密度

＊速度は以下の通り設定
・航空 260～660km/h ・自動車、バス 50～70km/h ・鉄道 50～230km/h

CO2原単位(gCO2/人km)

0
20
40
60
80

100
120
140

0 0.005 0.01 0.015 0.02
1km移動に係る時間(h)即時性

低
炭
素

航空

鉄道

バス

自動車

＊原単位と平均速度等
から航空局にて作成

②輸送モード別の原単位と移動に係る時間

①モード別輸送量当たりのCO２排出量の比較

現状使用されている燃料であるケロシンは、

・リチウムイオン電池の重量当たり約60倍、

・液体水素の体積当たり約3倍
の高エネルギー密度を有する。

ケロシン

液体水素

18倍

60倍

リチウムイオン
バッテリー

3倍

実数軸

出所）Electric Flight – Potential 
and Limitations, Martin 
Hepperle, German Aerospace 
Center,  Institute of 
Aerodynamics and Flow 
Technology（Martin Hepperle ）

（出典）国土交通省航空局資料を基に作成 36



37

（IATAによる航空需要の見通し）

新型コロナウイルス感染症の拡大による航空業界への影響
新型コロナウイルス感染症の拡大前、アジア太平洋を中心に、世界の旅客需要は年率約5％で右肩

上がりに拡大したが、新型コロナウイルス感染症の拡大による旅客需要が激減。旅客需要が2019年
水準に回復するには2024年までかかるとの予測。

 その後は新興国等の経済成長を背景に約3％程度の持続的な成長を遂げると見込まれている。



世界の航空業界におけるゼロ・エミッション実現に向けた道筋
 2021年10月、世界の航空会社で構成される業界団体であるIATAは、航空輸送分野における

2050年のCO2総排出量をネットゼロとする目標を発表。
 また、世界の航空機メーカーや業界団体等が参加するATAG（Air Transport Action Group）

は、2020年9月に世界の航空業界の気候変動アクションをまとめた「Waypoint 2050」を公表し、航
空分野において、2060～2065年までにゼロ・エミッションを実現する道筋を提示。2050年時点で
の脱炭素のための方策のうち、SAFのシェアは半分以上と想定されている。

 なお、世界のSAF供給量は、2020年時点で約6.3万kL（世界のジェット燃料供給量の0.03%）。

ATAG 技術革新等の想定シナリオに基づく
ゼロ・エミッション実現の排出パス(SAF利用が多くなるケース)

Technology

Operations & infrastructure

SAF + Offset

出典：ATAG Waypoint 2050

ATAG 世界の年間SAF生産量の推定値

38



（出典）国土交通省航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会（第2回） 39

 ANAは、2050年長期環境目標として、航空機の運航で発生するCO2排出量を実質ゼロを掲げて
いる。同社は、排出量削減策の中心としてSAFを位置付け、国産SAFの産業育成、量産体制の構
築が課題と言及。

 JALは、2050年のCO2排出量実質ゼロの目標に向けて、機体・機材の更新や運航工夫の取組に
加え、SAFの活用（CO2削減への寄与＝45%）を挙げている。

（参考）本邦エアライン（ANA、 JAL）におけるSAFの位置付け

＜ANA＞ ＜JAL＞



欧米のエアラインにおける環境対応
 アメリカン航空、ユナイテッド航空、IAG、Finnairが、2050年までの排出をゼロとする目標を発表。

SAF供給事業者との購買契約や出資、研究開発・実証を通じて、SAFの導入を進める動きがある。

（出典）国土交通省航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会（第1回）資料

＜欧米エアラインの取組＞

40出所) エアライン公表資料等より三菱総合研究所作成
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国 主体 概要

米国
DOE（エネ
ルギー省）
など

• 2021年4月8日に、航空用や海運用の低コスト・低CO2バイオ燃料の開発に6,140万$を拠出する計画
を発表。

• 2021年5月14日に、ARPA-Eを通じバイオ燃料生産プロセスにおいて発生するCO2を減らしつつ生産量
を最大化する研究プロジェクトを15件採択、3,500万$を拠出。

• 2030年までにSAF生産量を年間30億ガロン（約1,140万kl）以上に増加することを目指した連邦政
府の「持続可能な航空燃料のグランドチャレンジ」を推進

• SAFプロジェクト及び製造業者を支援するために総額43億ドルにのぼる資金支援

英国 英国政府 • 2020年11月18日に「グリーン産業革命」を推し進めるための新政策「10-Point Plan」を発表、1,500
万ポンドのSAF製造支援を表明。2021年3～4月に入札を行い、 SAF製造技術の実装を支援。

欧州 欧州連合
（EU）

• HyFlexFuel：食料や飼料の生産と競合しない、特定の地域の原料を使用するように適応できる輸送用
燃料（航空燃料を含む）を生産する技術開発プロジェクト（4年間、504万ユーロ（600万ドル）。ド
イツのBauhaus Luftfahrt社がコーディネート）

• HIGFLY (Higee to Furanic-Based Jet Fuel Technology) program：麦や稲わら、サトウキビの
バガス、綿花の茎、伐採時に出る林地残材など、さまざまな非可食の木質バイオマスからSAFを製造

• 欧州連合（EU）から400万ユーロ（480万ドル）の助成金を受け、オランダのアイントホーフェン工科大
学(Eindhoven University of Technology)が主導

（参考）主要国におけるSAFの開発製造関連の予算措置
 欧米各国では、SAFに対して研究開発支援、製造支援等の予算措置を講じている。

（出典）
• https://www.energy.gov/articles/doe-announces-614-million-biofuels-research-reduce-transportation-

emissions
• https://arpa-e.energy.gov/news-and-media/press-releases/us-department-energy-invests-35-million-

dramatically-reduce-carbon
• https://www.gov.uk/government/publications/the-ten-point-plan-for-a-green-industrial-revolution/title
• https://www.ainonline.com/aviation-news/air-transport/2020-11-19/new-focus-saf-uks-green-industrial-

revolution

• https://avinor.no/globalassets/_konsern/om-oss/rapporter/en/avinors-annual-report-2019_en.pdf (p16）
• https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2021/09/09/fact-sheet-biden-

administration-advances-the-future-of-sustainable-fuels-in-american-aviation/
• https://www.swedavia.com/contentassets/27ccd93d09b8494a952af82b8f648f5e/saf-incentive-2021.pdf
• https://cordis.europa.eu/project/id/764734
• https://www.higfly.eu/project
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Fulcrum

（
米
）

N
ESTE

（
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
）

LanzaJet

（
米
）

原料調達 利用製造

• 事業者：Fulcrum
• 原料：都市ごみ
• 量：17.5万t/年
• 調達場所：ネバダ州レノ近郊
• 調達方法：Fulcrumが供給契約を
結び調達（Waste Management
埋立地）

• 製造者：Fulcrum
• 製造場所：
• 製造技術：ガス化FT合成
• 製造量：19万kL/年（2025年）
• コスト：不明（但し都市ごみの
tipping feeを取得と見られる）

• オフテイカー：Cathay Pacific、
United Airlines、JAL、米軍

• 利用空港：不明Marathon、
BP、World 
Fuels 
Servicesが
混合、供給

Fulcrum
社が運搬

• 事業者：NESTE
• 原料：廃食油、動物性脂肪、魚脂
肪等

• 量：公表情報なし
• 調達場所：フィンランド、オランダ、東
南アジア等

• 調達方法：NESTEが供給契約を結
び調達

• 製造者： NESTE
• 製造場所：フィンランド、オランダ、シン
ガポール等

• 製造技術：HEFA
• 製造量：188万kL/年（HVOを含
む、2023年）

• コスト：0.7-1.6ドル/L（IEAによると
HEFA推定値）

• オフテイカー：ルフトハンザ、
KLM、ANA等

• 利用空港：フランクフルト、オス
ロ、スキポール等Air BP、

Shell
Aviationが
混合、供給

NESTE社
が運搬

• 事業者：LanzaJet
• 原料：排ガス・エタノール
• 量：公表情報なし
• 調達場所：米国
• 調達方法：LanzaJetが供給契約を
結び調達

• 製造者：LanzaJet
• 製造場所：米国
• 製造技術：ATJ
• 製造量：3.8万kL/年（2022年）
• コスト：1.08-3.79ドル/L（NRELに
よる論文レビュー）

• オフテイカー：Virgin Atlantic、
ANA

• 利用空港：不明

不明公表情報
なし

海外の主なSAF製造事業者

Enerkem

（
カ
ナ
ダ
）

• 事業者：Enerkem
• 原料：都市ごみ
• 量：36万t/年
• 調達場所：カナダ
• 調達方法：Enerkemが供給契約を
結び調達

• 製造者：Enerkem、Shell
• 製造場所：カナダ
• 製造技術：ガス化FT合成
• 製造量：8万kL/年（2025年）
• コスト：不明

• オフテイカー：不明
• 利用空港：不明

不明公表情報
なし



脱炭素化に向けた方策（燃料と新技術（電動化、水素）の比較）
 SAFの利用は、航空機体や空港のハイドラント等の既存インフラを変えることなく（コストをかけること

なく）、航空分野での脱炭素化を実現するための有効な方策のひとつ。

 航空分野の脱炭素化に向けては、電動化や水素利用等の先進技術も検討中。しかしながら、電動
化や水素燃料では、比較的小規模な機体や短距離での利用が現実的であり、国際線のような大型
かつ長距離の運航には、液体燃料であるSAFの利用は必要不可欠。

（出典）Clean Sky 2, FCH2 “Hydrogen-powered aviation”

＜SAFと新技術との比較＞

S
A
F

○積載量・距離ともに制限無し
○ドロップ・インが可能（設備変更が不要）
×原料に制約有り

合
成
燃
料

○積載量・距離ともに制限無し
○ドロップ・インが可能（設備変更が不要）

電
動
化

○小型・短距離(1,000km以下）では活用
可能

×小型・短距離以上の積載・距離は実現
不可能

×新たに空港インフラの整備が必要

水
素
航
空
機

△電動化よりも積載量・距離ともに伸長
×新たに空港インフラの整備が必要

（SAF）
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石油業界は、従来からの国内石油製品需要の構造的な減少に加えて、2050年カーボンニュートラル
に向けた世界的な動きの中で、既存設備を有する強みを活かした「SAFの供給インフラ企業」として
の地位の確立が緊要。

商社や化学、プラントメーカー等の他業種や、スタートアップとの連携により、SAFの製造・供給を通
じて、業界の構造改革・イノベーションを実現。ICAOのCO2削減枠組みへの対応を、石油産業の更
なる成長に向けた新たな機会として捉え、取組を加速。

＜社会実装のイメージ＞

化学、プラントメーカー 国内製油所（石油業界）

原料（商社等）

ICAOによるCO2削減枠組み、CNに向けた取組による
海外でのSAFの大規模需要

国産SAF

プラント建設、運転技術
触媒の提供等

国内外からの原料調達
既存サプライチェーンの活用

大規模生産
既存ロジスティクスの活用

国内の空港を利用する航空会社への供給

 国内向けの供給を確保した上で、価格競争力の
ある国産SAFを海外に提供することで、海外での
SAFの需要を獲得。

 さらに、海外におけるSAFを取り巻く環境・情勢を
踏まえつつ、SAFの製造設備や運用技術・ノウハ
ウを海外（特にアジアを想定）に展開。海外で
の投資促進、技術協力の貢献及び製造など、ビ
ジネスモデルの確立につなげる。これにより海外で
の更なるSAFの需要獲得を目指す。

SAF
SAF製造設備・

運用ノウハウ
海外への展開

石油産業と他産業との連携による構造改革・イノベーションのチャンス 修正



SAFの想定需要、想定CO2削減量、想定市場規模

2021年10月8日 全日本空輸(株)・日本航空(株)共同リリース｢SAF（持続可

能な航空燃料）に関する共同レポート｣から、2050年におけるSAF想定需要

(2,300万kl)、SAFのCO2削減効果(90％)、アジアの市場規模(22兆円)を引用※1

 SAF想定需要：2,300万KL

 CO2削減量： 5,233万t
＝2,300万KL(SAF想定需要)×90％(CO2削減効果)

×0.8(KL→t)×3.16(t→t-CO2/t)

 市場規模(日本)： 2.3兆円
＝2,300万KL(SAF想定需要)×100円/L※2(SAFコスト目標)

 市場規模(アジア)：22.0兆円

［算定方法］
・日本、及びアジアの航空会社の国内線・国際線利用分における試算。

※1 出典:(ANA) https://www.anahd.co.jp/group/pr/pdf/20211008-1-1.pdf
(JAL) https://press.jal.co.jp/ja/items/uploads/29b739f32e77631451b59a6c03bf77b906ac9e8a.pdf

※2 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略におけるSAFコスト目標から引用。

2050年
令和3年5月28日 国土交通省｢航空機運航分野におけるCO2削減に関す

る検討会(第2回)｣事務局説明資料から、2030年におけるSAF想定需要

(250万kl～560万KL)、SAFのCO2削減効果(80％～60％)を引用※1

 SAF想定需要：250万～560万KL/年

 CO2削減量： 506万～849万t
＝250～560万KL(SAF想定需要)×80～60％

(CO2削減効果)×0.8(KL→t)×3.16(t→t-CO2/t)

 市場規模(日本)：2,500億円～1.1兆円
＝250～560万KL(SAF想定需要)
×100～199円/L※2(SAF コスト目標)

［算定方法］
・国際航空のCO2排出削減枠組みであるCORSIAへの対応の対象となる、国内空港から発つ本邦及び

外航航空会社の利用分における試算。

※1 出典：https://www.mlit.go.jp/common/001407977.pdf

※2 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略におけるSAFコスト目標から引用。

2030年
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ガス化 FT合成
⑥ガス化ＦＴ合成

⑧ 廃食油・植物油を原料とし
た炭化水素製造

① 糖化発酵アルコール
経由（ATJ）（大規模生産） 前処理糖化 発酵

脱水・重合・
水素化分解(ATJ)

炭化水素燃料

アルコール

水素化処理油脂抽出④油脂生産微細藻類 水素化
分解等

改質抽出⑤炭化水素粗油生産藻類
粗油

(炭化水素)

水素化処理

②ガス化ＦＴ合成 ガス化 FT合成 蒸留・分離

発酵ガス化 ATJ⑦ ガス化アルコール生物合
成経由(ATJ)

蒸留・分離

③急速熱分解処理 急速熱分解 バイオ原油
水素化
処理等

蒸留・分離

生産・収集・運搬

収集・運搬

木、草本等

微細藻類

廃食油等

糖

合成ガス
（CO＋H2）

（CnHm)

ＦＴ合成油

アルコール

(

1)

セ
ル
ロ
ー
ス
系

バ
イ
オ
マ
ス

(

2)

微
細
藻
類

(

3)

都
市
ご
み

・
廃
ガ
ス

(

4)

廃
食
油

・
油
脂

水素化
分解等

赤字：本事業の支援とする予定の類型 青字：既存プロジェクトで支援する類型 黒字：現時点において、商用化の可能性を事業者において検討中のもの

＜主なSAFの原料と製造技術の類型＞

合成ガス
（CO＋H2）

合成ガス
（CO＋H2）

（TRL：4）

（TRL：6）

（TRL：6）

（TRL：6）

（TRL：6）

都市ごみ等

SAFの原料及び製造技術の類型
 SAFの原料・技術は複数存在。原料制約等の観点から、1つの原料・技術に限定することなく、国内

外の資源を最大限活用し、国産のSAFを供給することが出来るよう技術開発を進める必要がある。

本事業では、2030年時点で大規模な生産量（数十万KL）が見込めるとともに、将来的に他の
原料からの燃料製造にも応用の可能性がある革新的なSAF製造技術について、支援を実施。

ＦＴ合成油

修正 資6(p.11)
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（参考）既存プロジェクトと本プロジェクトの必要性
 ICAOによる国際航空輸送分野におけるCO2排出削減枠組みにおいて、日本の本邦航空会社は、

2021年から規制の対象となっている。航空需要は、2024年頃に2019年水準に回復するとの予
測もあり、国内でSAFを製造する技術を確立させることが喫緊の課題である。

既存プロジェクトは、生産量は小規模（2030年時点で数万kL程度）だが、今後短期間（～2024
年）で一貫製造プロセスの検証を終えられる見込みであり、早期から、国産SAFを製造・供給するこ
とが可能となる。一方、2050年に向けて増大するSAFの需要に対しては十分な量とはいえず、より大
規模な（2030年時点で数十万KL程度）生産量を見込める技術の確立を支援することが必要不可
欠。

今後、世界的なSAFの需要増大が見込まれ、SAFやその代替となる炭素クレジットの高騰が予測さ
れる。我が国重要インフラの維持・発展と、国産エネルギーの供給確保という観点から、国内の資源
を最大限に活用し、国産のSAFを製造・供給できる体制を構築していく必要がある。

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

2020年 2024年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

航空輸送分野におけるCO2排出削減イメージ

SAF 運行方式の改善 新技術の導入

【2024年頃】
既存予算プロジェクトの技術開

発支援が終了。
需要と比較すると小規模では

あるが、少量でも国産のSAFを
製造することが重要。不足分は、
輸入SAF等を活用。

【2030年】
既存プロジェクトと本プロジェク

トにより、一定量のSAFを製造・
供給。
これらにより、総需要量の1割

以上の供給を実現する（不足
分は輸入SAF等を活用）。

国産SAFの割合の増加イメージ
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目標
（SAF）

内容：持続可能な航空燃料（SAF）製造に係る技術開発
（委託→補助）

 目標（SAF）：
2030年までの航空機への燃料搭載を目指し、製造する技術（ATJ技術(Alcohol To Jet)
を想定）を確立し、液体燃料収率50%以上かつ製造コストを100円台/Lを実現。

研究開発目標とその考え方等

本プロジェクトの目標等と関連する研究開発内容について（液体燃料：SAF）
 SAFについては、①原料の多様化・経済性の観点から、多様な原料を利用するための前処理技術

等を実装したプラントの設計・開発、②様々な原料から、SAFの収率を最大限高めるための触媒の
運用技術開発等を通じたプラント内での化学反応の最適化等の確立を目的とした研究開発を実施。

 SAF製造技術については、商用規模での運転を想定した製造コストの低減、安定的な品質・製造
量の確保を研究開発の目標として設定し、委託事業で実施することを想定（その後の実証について
は補助を想定）。
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＜エタノールからSAFを製造するプロセス＞

○研究開発目標（アウトプット）及び設定の考え方
（目標）
エタノールから大量のSAFを製造する技術（ATJ）の確立により、液体燃料収率50%程度かつ製造コスト100円台/Lを実現。

（考え方）
既存プロジェクトでは、数万kLのSAFを生産可能な技術を開発中であるが、本プロジェクトでは、その技術の大幅な向上、大型化を目

指すこととし、原料の多角化や液体燃料収率の向上を通じて、生産量拡大及び低コスト化を実現するための目標を設定。
○研究開発内容（例）
•エタノールを製造するための原料の多様化・経済性の観点から、無水・含水エタノールの両方を原料とすることが出来る方式を実装した
プラントの設計・開発を行う。その際、環境排出基準に適合する排水処理技術もあわせて確立する。【委託→補助】

•SAFを大量（十万kL以上を想定）に製造するため、原料となるエタノールからジェット燃料への選択性を最大限高める（50%程度
以上）ためのプラント内での化学反応の最適化技術（触媒運用技術等）の確立。【委託→補助】

エタノール
（C2H5OH）

エチレン
（C2H4）

SAF
（C8～C20）

脱水 重合、水素添加、蒸留

触媒 触媒

【研究開発のポイント②】
エタノールからエチレンの収
率向上（99%以上）

【研究開発のポイント③】
エチレンからのジェット燃料油
の収率向上（90%以上）

【研究開発のポイント①】
原料多様化に向けた、無
水・有水エタノールの利用

研究開発項目：ATJ（Alcohol to JET）技術
 ATJ 技術（Alcohol to JET）は、触媒等を利用して、原料賦存量の豊富なエタノールからSAF

を製造することが可能となる技術であり、SAFの大量生産が実現出来る。

 ATJ技術を用いて大規模にSAFを生産するためには、エタノールからSAFを製造する際の収率の向
上を実現するための、効率的な運転を可能とするプラントの設計や触媒の開発・運用技術等の確立
が必要。



SAFの社会実装を加速化するための取組① SAF取扱要領の策定
石油連盟において、SAF製造事業者が、空港のハイドラント（共同貯油施設）にSAFを供給する

際等に参照する取扱要領を新たに策定し、公表。今後、必要に応じて改訂。
 ジェット燃料の取扱いについては、石油連盟が策定する石連指針が参照されているが、SAFに関する

具体的な記載は盛り込まれていないため、本取扱要領の策定により、SAF製造事業者が、SAFを円
滑に供給できるよう環境整備を行う。

○SAFの取扱いについて
 ASTM規格に適合し、SAFとして品質確定した製品は、通常のジェット燃料と同

一に取扱い、同じ品質管理を行うことが出来る（施設機器の材質、燃料の分
離、検査 等）

○SAFの品質管理について
空港給油施設および給油作業における品質管理、取扱いは石連指針に基づき

実施されるため、品質管理上は特別の取扱いを行う必要はない。
○SAFの運搬・貯蔵について
運搬や貯蔵にドラム、IBCおよびISOタンクコンテナを用いることも想定されること

から、その場合の取扱いについても記載。

主な項目
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SAFの社会実装を加速化するための取組② SAFの認証等の手続支援
①SAFをジェット燃料（ケロシン）の代替燃料として利用するためには、燃料の品質がASTM（※1）の

規格を満たす必要がある。②また、SAFをICAOのCO2排出削減枠組みに対応する燃料とするために
は、CORSIA（※2）適格燃料として認証を得る必要がある。

 SAF製造事業者が、ASTMの規格及びCORSIA適格燃料への認証手続を円滑に実施出来るよう、
経済産業省及び国土交通省において支援を行っていく。

②CORSIA
適格燃料登録

（基準策定主体：ICAO）

①ASTM規格
（規格策定主体：ASTM）

SAF

実効性のある
SAFとして利用可能に

経済産業省・国土交通省SAF製造事業者
サポート サポート製造、手続

（具体的な支援内容）
• これまでのNEDO事業において、 ASTMの規格を満たしたSAFの製造まで実現したプロジェクトが複数

存在。NEDOに蓄積されたASTMに係るノウハウ・知見等に基づき、ASTM規格に係る品質検査等の
手続を支援。

• CORSIA適格燃料として認証されるためには、ICAOが承認する持続可能性認証スキーム
（SCS: Sustainable Certification Scheme）の認証を得る必要がある。国産SAFのライフサイク
ルGHG削減量が適切に評価されるとともに、認証に係る手続がスムーズに進むよう支援。 等

新たにSAFを製造する
事業者等に事前に共有

（※1）ASTM：世界最大規模の標準化団体であるASTM Internationalが策定・発行する規格。エネルギーや環境等、130分野の規格を策定。
（※2）CORSIA：ICAOの目標達成のため、オフセットの仕組み（SAFやクレジットの利用）等を規定する制度。2016年のICAO総会において採択。
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SAFの社会実装を加速化するための取組③ ASTMの混合率の引き上げ
 航空機に搭載するSAFは、国際規格（ASTM）に適合していることが必要。製造方法・原料毎に

ANNEXが規定されている（令和3年9月時点では7つ）。

 既に規定されているニートSAFの混合可能な割合は、最大でも50％。今後、カーボンニュートラルを
実現するためには、ニートSAFの混合割合を更に引き上げることが必要。 このため、我が国で貢献
可能な方法の調査・検討を実施するとともに、米国当局等と連携してASTMへの働きかけを行う。

ニートSAF（D7566）
ANNEX 製造方法 混合上限 原料

ANNEX1 ガス化・FT合成 50％ 木質バイオマス、都市ごみ等

ANNEX2 水素化処理（HEFA） 50％ 廃食油、動植物油脂等

ANNEX3 糖の直接還元 10％ バイオマス糖

ANNEX4 ガス化FT合成
+合成芳香族 50％ 木質バイオマス等

ANNEX5 アルコール触媒反応（ATJ） 50％ バイオマス糖

ANNEX6 触媒水熱分解 50％ 微細藻類の油脂及び廃食油

ANNEX7 水素化処理
（ボツリオコッカスに限る） 10％ 微細藻類の炭化水素

（ニートSAF（ASTM-D7566）のANNEX一覧）

（※）ニートSAF：化石由来のジェット燃料と混合する前の、バイオマス原料等を基に製造されたジェット燃料を指す。ニートを使用する際には、化石由来のジェット燃料に一定割合
を混合した上で、航空機に搭載する必要がある。

（※）新たにニートSAFをASTMに登録する場合は、SAFがエンジンに支障を与えないこと等について、OEM（Boeing、Airbus等）及び米国連邦航空局からの承認等が必要。 52
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SAFの社会実装を加速化するための取組④ 官民協議会の設置
 航空分野におけるCO2排出削減に向けては、その取組の方向性を検討するため、国土交通省主導で「航空機運

航分野におけるCO2削減に関する検討会」を設置済み。本検討会には、有識者や航空会社等が参画（石油会
社もオブザーバー参加）。

 今後のSAFの社会実装にあたっては、国際競争力のある国産SAFの開発・製造を推進するとともに、将来的なサプ
ライチェーン構築に向け、燃料供給事業者と利用側の航空会社との連携が重要。第4回検討会（12/10）に
おいて、SAFの普及促進に向けた方策を示した工程表を策定。

 今後、本工程表の取組を実務的に着実に進めていくため、新たに国土交通省と資源エネルギー庁の共同で「官
民協議会」を設置し、SAF導入にあたっての課題や、導入支援策の在り方等の具体策を検討予定。

53（出典）「航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会(第3,4回)」 事務局資料を基に作成

＜航空機運航分野におけるCO2削減に向けた今後の取組（SAF関係抜粋）＞

年明け以降、設置予定

SAFの導入促進に係る工程表の概要

 2030年実用化を目指した、グリーンイノベーション基金等の活用による国産SAFの研究開発

 2024年頃から見込まれるSAFの実需発生に対応すべく、輸入ＳＡＦを含めたサプライチェーンの構築（施設整備、品質管理
ルールの検討等）

 SAF使用目標の設定（2030年時点で本邦エアラインによる燃料使用量の10％をSAFに置き換え）

修正 資6(p.29



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
CO2等を用いた燃料製造技術開発（液体燃料：持続可能な航空燃料（SAF））

予算
[2022ー

2030年]
299.5億円

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （短期ｱｳﾄｶﾑ） （中長期ｱｳﾄｶﾑ）

アウトカム（世界市場規模推計）試算の考え方
持続可能な航空燃料（SAF）におけるアウトカムは、2050年における国内のSAF想定需要(2,300万kl)とSAFコスト目標(100円

/L)から国内需要規模及び削減ポテンシャルを算出したもの

2050年
カーボン
ニュート
ラル達成

経済効果
190兆円

（ｲﾝﾊﾟｸﾄ）

液体燃料収率50％以上
かつ製造コスト100円台
/Lを実現
[測定指標]
生産コストの算出により評
価[2030年頃見込]
上記数値目標達成

2030年
CO2削減効果

[測定指標]
CO2削減量試算値

[2030年見込]
506万～849万トン

2030年
経済波及効果

[測定指標]
国内市場規模推算値

[2030年見込]
2,500億円～1.1兆円

2050年
CO2削減効果

[測定指標]
CO2削減量試算値

[2050年見込]
5,233万トン

2050年
経済波及効果

[測定指標]
国内市場規模推算値

[2050年見込]
2.3兆円

（ＳＡＦ）
①多様な原料を利用す
るための前処理技術等
を実装したプラントの設
計・開発

② 様 々 な 原 料 か ら 、
SAFの収率を最大限高
めるための触媒の開発
等を通じたプラント内で
の化学反応の最適化
技術等の確立

[予算：299.5億円]
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現状と課題 今後の取組
安定供給・高コスト克服
のための大規模化が課題

要素技術の開発が進展し、実証開始。ガス化FT
合成（※2）は、様々な原料の品質の均一化、ATJ
（※3）は、触媒反応の制御、微細藻類の培養につ
いては、CO2の吸収効率向上等の藻を安定的に増
殖させることを可能とする技術の確立が必要。

大規模実証を通じたコスト低減、供給拡大
・コスト目標として、2030年に、既存のジェット燃料と同価格（=100円台/L）を目指す。
・市場規模は、2030年時点で、国内空港での総需要は約2,500億円～5,600億円を見込む。
・国際航空に関し、ICAO（国際民間航空機関）により、「2019年比でCO2排出量を増加させない」と
いう制度が2021年から導入。SAFの国際市場は拡大。

①大規模実証を実施し、コストを既存のジェット燃料と同等まで低減。他国に先駆けて2030年頃には
実用化。

②SAFの国際市場の動向に応じて、国内外において、航空機へ競争力のあるSAFの供給拡大 （国際認
証取得済み）。

商用化に向けた課題はコストと
製造技術の確立

・CO2と水素を合成して製造される脱炭素燃料。
・特徴は、化石燃料と同様に液体燃料であるた
め、高エネルギー密度と可搬性。
・商用化に向けた一貫製造プロセス未確立。

合成燃料の大規模化・技術開発支援
・既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化や製造設備の設計開発。
・革新的新規技術・プロセス（共電解、Direct-FT等）の開発。
・2030年までに高効率かつ大規模な製造技術を確立し、2030年代に導入拡大・コスト低減し、2040年
までの自立商用化（※5）を目指す。
・2050年にガソリン価格以下のコストを実現することを目指す。

（※5）自立商用化フェーズにおける合成燃料のコストは、その環境価値を含めたコストであると想定される

実用化・低コスト化のための
技術開発が課題

・メタネーションの基盤技術開発、より高効率な革新
的技術の先導的基盤技術開発を実施。

・メタネーションの設備大型化や高効率化の技術開
発、水素とCO2を調達するサプライチェーンの構築、
CNに資するCO2削減量のカウントの検討が必要。

メタネーション設備大型化等の技術開発、海外サプライチェーン構築を通じた
コスト低減、供給拡大

・2030年には既存インフラに合成メタンを1％注入、その他の手段と合わせ5％のガスのCN化、2050年には
合成メタンを90％注入、その他の手段と合わせガスのCN化を目指す。

・メタネーションの設備大型化や高効率化の技術開発、海外サプライチェーン構築、CNに資するCO2削減量の
カウントの検討を進める。

・2050年までに合成メタンを2,500万トン供給、現在のLNG価格(40～50円/Nm3)と同水準を目指す。

商用化に向けた技術確立が課題

・LPガスは2050年においても一定量の需要が維
持される見込み。
・世界的に見てもグリーンなLPガス合成を主目的
とした技術開発は実施されておらず、世界に先立
ち、当該技術の確立及び早期の社会実装を目
指す。

大規模生産に向けた実証事業を実施

・商用化に耐え得る生産が可能な触媒等の基盤技術の開発。
・触媒等の基盤技術と周辺基盤技術を融合させ実証プラントに実装する技術の開発。
こうした取組に対する支援を通じて、2030年の商用化を目指す。
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代
替
航
空
燃
料
（SAF

）
（※

1

）

合
成
燃
料
（※

4

）

合
成
メ
タ
ン

グ
リ
ー
ンLPG

（※1）SAF（Sustainable Aviation Fuel）。
（※2）木くず等の有機物を蒸し焼き（ガス化）し、触媒により液化する工程により

SAFを製造する技術（Fischer-Tropsch process（フィッシャー・トロプシュ
法））。

（※3）Alcohol to jet の略。バイオエタノールを触媒等を用いてSAFに改質する技術

グリーン
成長戦略
カーボン

リサイクル
燃料

（※4）発電所や工場等から回収したCO2と水素を合成して作られる液体燃料。



2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

⑪カーボンリサイクル・マテリアル産業
（カーボンリサイクル）の成長戦略「工程表」

３．導入拡大・
コスト低減フェーズ ４．自立商用フェーズ

●具体化すべき政策手法： ①目標、②法制度（規制改革等）、③標準、④税、⑤予算、⑥金融、⑦公共調達等

●導入フェーズ： １．開発フェーズ ２．実証フェーズ

●カーボン
リサイクル
燃料
コスト目標
2030年 100円台/L

(＝既製品と同等)
（ⅰ）代替航空燃料

（SAF）
【ガス化FT合成】様々な原料の品質を均一化する破砕処理技術の開発を継続
【ATJ】高温状態の触媒反応の制御技術の開発を継続
【微細藻類】CO2吸収効率の向上や藻の安定的な増殖による生産性向上、品質改良の技術開発を継続 等

• SAFの国際市場の動向に応じて、国内外において、航
空機へ競争力のあるSAFの供給拡大

・2030年頃の商用化に向けた大規模実証、コスト低減
・国際航空に関し、ICAOにより、2019年比でCO2排出量を増加させないことが制度化（2021～2035年）

（※ICAO：国際民間航空機関）

（ⅱ）合成燃料

導入拡大・コスト低減 自立商用

（ⅳ）グリーンLPG
触媒等の実証試験に必要な基盤技術の開発

商用化に向けた実証

★目標（2030年時）
グリーンLPガスの商用化

★目標（2050年時）
LPガスにおけるカーボンニュートラルの実現

コスト低減 グリーンLPガス合成技術の普及拡大

※代表事例を記載

●コンクリート
コスト目標
2030年
30円台/m3

（＝既製品と同等）

・2025年日本国際博覧会における導入を検討
・新技術に関する国交省データベースにCO2吸収型コンクリートを登録し、地方自治体による公共調達を拡大
さらに、道路、建物等への導入による販路拡大、コスト低減 ・大規模な国際展示会でのPR等を行い、

途上国等へも販路拡大

・知財戦略を通じたライセンス事業形態の活用
によるシェア獲得・拡大

・防錆性能を持つコンクリート
の技術開発 ・防錆性能を持つコンクリートの実証

・日米の産学官の関係者がCO2炭酸塩化（コンクリート化）に関する共同プロジェクトを実施
・関係国とのカーボンリサイクル協力MOCを締結し、共同研究・実証を推進

・CO2吸収量の増大と低コスト化を両立させた新技術・製品の開発 ・新技術を活用した製品の実証

・セメント製造工場でのCO2回収技術の開発
・回収CO2 の炭酸塩化による原料・燃料化プロセスの開発

・大規模設備でのCO2
回収と炭酸塩化技術
実証

・設備導入コスト低減・補助金等による導入支援
・国内メーカー、アジアメーカーへの技術展開
・海外企業へのライセンスビジネスの展開

●セメント
国内キルン全機導入

合成燃料の製造技術の開発
・既存技術（逆シフト反応＋FT合成プロセス）の高効率化
・製造設備の設計開発

大規模製造の実証

合成燃料の革新的製造技術の開発
・CO2電解（＋水電解）＋FT合成プロセスの研究開発
・共電解＋FT合成プロセスの研究開発
・直接合成（Direct-FT）プロセスの研究開発

海外サプライチェーン構築に向けた調査・実証 海外から国内への輸送開始・導入拡大

（ⅲ）合成メタン
コスト目標
2050年
40～50円/Nm3
（＝現在のLNG価格と同等）

2040年頃の商用化に向けた大規模実証、コスト低減

低コスト化に向けた新たな基礎技術の開発（共電解等）

更なるコスト低減による導入拡大

実証による大規模化、低コスト化 更なるコスト低減による導入拡大

商用的拡大

商用的拡大
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2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

【研究開発項目２】持続可能な航空燃料（SAF）製造に係る技術開発

安定的に
燃料収率
50%以上
製造コスト

100円台/L
の実現

実証プラントでの
燃料収率50％の達成
及び製造コストの低減
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実施スケジュールのイメージ（持続可能な航空燃料（SAF））
 2030年までの航空機への燃料搭載を目指し、2026年までにSAF製造技術（大規

模なATJ技術(Alcohol To Jet)を想定）を確立し、液体燃料収率50%以上かつ製
造コストを100円台/Lを実現。

SAF製造技術開発

実証設備詳細設計・建設

制度的支援（ASTM規格、 CORSIA適格燃料等）

大規模生産
に向けたFS

国内での大規模生産に向けた
商用規模プラントの建設

燃料収率50%達成に向けた
プラント基本設計の実行・
プラント運用技術の開発

実証運用

SAF製造技術の
確立

• 無水・含水エタノールの両方を
原料とすることが出来る方式を
実装したプラントの設計・開発

• 環境排出基準に適合する排水
処理技術の確立

• ジェット燃料への選択性を最大
限高める（50%程度以上）た
めのプラント内での化学反応の
最適化技術（触媒運用技術
等）の確立

追加
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目次

１．背景・目的
２．各燃料における課題、目標、研究開発項目等
（１）合成燃料
（２）持続可能な航空燃料（SAF）
（３）合成メタン
（４）グリーンLPG
３．スケジュール



59（出典）平成29年度新エネルギー等の導入促進のための基礎調査

産業部門の業種別・温度帯別の熱需要 イメージ

産業部門の熱需要は低温帯から高温帯まで多岐にわたる。
例えば、鉄鋼業のような高温帯が必要な業種における熱需要は、電気で

は経済的・熱量的にも供給することが難しい。化学分野は幅広い温度帯を
活用しているが、石油化学のように高温帯を扱う分野では既存の大型設備
で適用できる電化設備は存在しない。

（出典）令和3年1月27日第36回基本政策分科会資料

民生、産業部門の
用途別エネルギー消費量

（出典）2020年エネルギー白書を基に日本ガス協会作成

熱需要の脱炭素化の重要性
日本の民生・産業部門における消費エネルギーの約６割は熱需要。特に産業分野においては、

電化による対応が難しい高温域も存在。

 2050年カーボンニュートラル実現に向けては、熱需要の脱炭素化を実現することが重要。需要サイド
に熱エネルギーを供給するガスの脱炭素化が大きな役割を果たす。
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【出典】 平成30年２月19日 エネルギー情勢懇談会(第６回)

メタネーションの意義

 メタネーションは３Ｅの観点から大きな意義がある。

環境適合（Environment）
 カーボンリサイクルしたメタンを都市ガス等とし

て供給することにより脱炭素化を図る

経済効率（Economic Efficiency）
 既存インフラ・既存設備の活用による投資コ

ストの抑制

安定供給（Energy Security）
 電力以外のエネルギー供給の確保
 高い強靭性を有する既存インフラ等を活用

可能

メタネーションのイメージ

合成メタンの可能性
合成メタンは、水素とCO2から人工的に合成（メタネーション）することができるため、再エネ由来等の

水素と回収したCO2を利用すれば、カーボンニュートラルに資すると考えられる。

 また、合成メタンは、都市ガスの主成分であるメタンを代替できるため、都市ガス導管等の既存インフ
ラ・既存設備を有効活用できるなど、熱需要の脱炭素化に向けて大きなポテンシャルを有する。
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グリーン成長戦略における合成メタンの導入量及びコスト目標

2030年：既存インフラへ合成メタンを1％注入。（28万トン）

2050年：既存インフラへ合成メタンを90％注入。（2,500万トン）

年間導入量

2050年：現在のLNG価格（40～50円/Nm3）と同水準

供給コスト

我が国における合成メタンの導入目標
本年６月に策定したグリーン成長戦略では、産業・民生部門の熱需要の脱炭素化を目指し、ガスに

替わる次世代の熱エネルギーとして合成メタン等を供給する産業として「次世代熱エネルギー産業」を
位置づけ。

供給側だけでなく需要側も巻き込んだ取組により、合成メタンの導入量の拡大と供給コストの低減を
目指す。合成メタンの導入量及びコスト目標については、日本ガス協会も同じ目標を掲げており、官
民一体となって実現に取り組んでいく。



（参考）2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和3年6月18日）
(３)次世代熱エネルギー産業

我が国の産業・民生部門のエネルギー消費量の約６割は熱需要である。熱は国民生活に欠かせないものであり、2050年カーボン
ニュートラル実現に向けて、需要サイドに熱エネルギーを供給するガスの脱炭素化を進めることにより、熱需要の脱炭素化に貢献できる。
ガスの脱炭素化に向けては、再生可能エネルギー由来等の水素とCO2から合成（メタネーション）される合成メタンや水素の直接利用

などが考えられ、これら熱需要の脱炭素化に向けた取組を進めることで、カーボンニュートラルを達成した次世代の熱エネルギーを供給
する産業（次世代熱エネルギー産業）が誕生する。
この次世代熱エネルギー産業の実現に向けては、熱エネルギーの供給サイド（現状ではガス供給事業側）の取組だけでは達成でき

ない。ガスの脱炭素化は、熱需要のある全ての産業・民生部門の脱炭素化に大きく貢献するものであり、次世代の熱エネルギーを利用
する需要サイドを巻き込みながら取り組んでいくことが必要となる。

(11) カーボンリサイクル・マテリアル産業
ⅰ）カーボンリサイクル ②カーボンリサイクル燃料 ウ）合成メタン
＜今後の取組＞

2030年には、既存インフラへ合成メタンを１％注入し、水素直接利用等その他の手段と合わせて５％のガスのカーボンニュートラ
ル化を目標とする。2050年までには、既存インフラに合成メタンを90％注入し、水素直接利用等その他の手段と合わせてガスの
カーボンニュートラル化達成を目指す。（略）
水素製造に必要な水電解装置の低コスト化やメタネーション設備の大型化に必要な技術開発、高効率なメタン合成やCO2の分

離・回収に必要な革新的技術開発に取り組む。（略）
CO2削減量のカウントについて、カーボンニュートラルに資する方向での検討を速やかに行う。
また、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、合成メタンの生成のために相当量の水素の確保が必要となり、合成メタンのコス

トを低く抑えるためには、水素コストが相対的に安価な海外で生成した合成メタンを国内に輸送することが有効と考えられる。これらを
踏まえ、合成メタンの導入などガスの脱炭素化に向けた海外サプライチェーン構築を進めていく。（略）
これらの取組を進めるためには、供給側・需要側の民間企業や政府など関係する様々なステークホルダーが連携して取り組むことが

重要であることから、ガスの脱炭素化に向けて官民が一体となって取組を推進するメタネーション推進官民協議会を2021年６月
に設置し、検討を推進する。
これらの取組を通じて、2050年までに合成メタンを2,500万トン供給し、合成メタンの価格が現在のLNG価格（40～50円

/Nm3）と同水準となることを目指す。
62
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日本 欧州 米国
水素利用
の形態

・合成メタン
・水素直接利用
※個別地域における混合利用は排除していない。

・水素混合
・水素の直接利用
・合成メタン

＜輸送・貯蔵＞
•既存の天然ガス・都市ガスのパイ
プライン等を用いた水素又は水
素混合物の輸送・貯蔵。

＜利用＞
•産業：CO2とクリーン水素を反応
させた、メタノールや再生可能天
然ガスのような汎用性が高いネッ
ト・ゼロ・カーボン燃料のオプション
を提供するe-fuel製造。

•コジェネ等定置型発電設備：水
素直接利用、天然ガスへの水素
混合（既存インフラ・機器への適合性評価、
高い水素混合割合（最大100％）に対応す
るバーナー開発等が必要）

その他のガス ・バイオガスの利用
・オフセットした天然ガスの利用

・バイオガス、バイオメタンの利用
・CCUSと天然ガスの利用

内訳 2050年
●合成メタン：90%
●水素直接利用：5％
●バイオガス：
●オフセットした天然ガス：
●CCUSと天然ガス：
●その他：

2050年のエネルギーミックスにおけるガ
ス体エネルギーの割合20%。
●再生可能・低炭素ガスローカーボン
ガス：2/3

・水素
・バイオガス、バイオメタン
・合成メタン

●CCUSと天然ガス：1/3

出典 グリーン成長戦略 • Hydrogen and Gas markets Decarbonisation Package
（Combined Evaluation Roadmap/Inception Impact 
Assessment）

• Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN 
PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL on common 
rules for the internal markets in renewable and 
natural gases and in hydrogen

• Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN 
PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL on the internal 
markets for renewable and natural gases and for 
hydrogen (recast)

Department of Energy 
Hydrogen Program Plan

5%

日欧米の取組の方向性
 ガス体エネルギーにおけるグリーン水素の利用という観点では、日米欧は、いずれもガスパイプライン等

の既存のガスインフラの活用を指向。
水素利用の形態として、日本は、合成メタンや水素直接利用を、欧州は、水素混合や水素直接利用、

合成メタンを想定。

修正
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8Nm3/h級のメタネーション試験装置
【概要】
 INPEXが日立造船の触媒・反応器等を活用し、

NEDO事業で2017～2021年度に試験を実施。
 技術開発（反応制御、触媒活性化、装置試験）の目標達

成。

12.5Nm3/h級のメタネーション試験装置
【概要】
 IHIが自社で触媒・反応器等の開発を行い、2020年

度に12.5Nm3/h級の試験を実施。
 技術開発（触媒・反応器の性能確認、システム運用の確認）の

目標達成。

そうまIHIグリーンエネルギーセンター

技術開発の事例

出典：メタネーション推進官民協議会（第１回、第２回）の資料を基にエネ庁作成

サバティエ反応によるメタネーションの技術開発に関する動向（国内）
 メタネーションの技術としては、水素とCO2から触媒反応によりメタンを合成するサバティエ反応

（CO2＋4H2→CH4＋2H20）が知られており、我が国は世界で初めて合成メタン製造に成功（1995年）。

現在、サバティエ反応によるメタネーションの実用化に向けて基盤技術開発の段階であり、今後、サ
バティエ反応によるメタネーションの設備大型化に向けた技術開発・実証が行われていく予定。
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NEDO事業（CO2有効利用技術開発事業）のロードマップイメージ

（出典）令和3年6月28日 第1回メタネーション推進官民協議会 資料7（INPEX説明資料）

（参考）商用化規模
現在、NEDO事業（CO2有効利用技術開発事業）において合成メタン製造の有望な技術としてサバ

ティエ反応によるメタネーションの基盤技術開発が行われており、実用化に向けたNEDO事業におけ
るロードマップにおいて、現在8Nm3/hスケールでの試験が完了したところ。次期フェーズでは
400Nm3/hスケールとなる予定。

実証スケールや商用スケール（10,000～60,000Nm3/h）に移行するためには、メタネーション設備
の大型化に向けた基盤技術開発が必要。
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Audi社メタネーションサイト

【概要】
 ドイツAudi社は、隣接するバイオガス工場が排出するCO2と再エネ由来水素から合成メタン等を生成（Audi-e-gas）。
 生成された合成メタンは既存インフラを経由して天然ガスステーションに供給されている。
 世界最大規模のメタネーションプラントはETOGAS社が建設。同社を日立造船が2016年に買収。

アルカリ水電解槽 メタネーション反応装置

プラント

写真：国際海運GHGゼロエミッションプロジェクト会合（令和元年8月2日）より引用

サバティエ反応によるメタネーションの技術開発に関する動向（海外）
海外でも、我が国と同様に基盤的技術開発の段階。一部では合成メタンを実際に供給する実証も

行われている。

現時点で我が国の技術は海外と同程度だと考えられる。（世界最大規模のメタネーションプラント
（315Nm3/h級）はドイツAudi社が保有。同プラントを建設したETOGAS社を、その後日立造船が買収。）

我が国ではサバティエ反応によるメタネーションの次期事業として400Nm3/hスケールでの技術開発が
検討されており、そういった合成メタン製造の技術開発を促進することで、我が国が世界の合成メタン
製造技術をリードすることができる。
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再エネ電力

H2O 水電解装置

メタネーション装置
(サバティエ反応)

水素
4H2

CO2

熱損失
(発熱反応)

サバティエ反応によるメタネーションを活用した合成メタン製造プロセス

メタン
CH4

合成メタン製造には、以下①②の複数プロセスを要する。②は発熱反応であり、社会実装に向けた
大型化に当たっては、大量に生じる排熱の有効利用が課題。このため、投入電力量に対する総合
的なエネルギー変換効率は50％程度と低い。

①再エネ電力等による水電解により水素を製造
②その水素と回収したCO2をメタン合成（サバティエ反応によるメタネーション）

 2050年に向けて合成メタンの価格を現在のLNG価格と同水準とするためには、安価な再エネ電力
（水素供給）の確保だけなく、熱マネジメントの課題を解決できる方式であって、①②による合成メタ
ン製造に係る一連のプロセスの総合的なエネルギー変換効率を高めることが必要。

※ 合成メタン製造コストは、単純化すれば水素コストの4倍（CO2＋4H2→CH4＋2H20）、エネルギー変換効率等を考えれば更なるコストを要する。

総合的なエネルギー変換効率 50％程度

2H2O

サバティエ反応によるメタネーションを活用した合成メタン製造の課題
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目標
（合成メタン） 内容：合成メタン製造に係る革新的技術開発（委託→補助）

 目標（合成メタン）：
2030年度までに、①再生可能エネルギー等の電力から製造した水素と、
②その水素と回収したCO2からメタン合成（メタネーション）する合成メタン製造に係る一連
のプロセスの総合的なエネルギー変換効率が60％を上回る合成メタン製造が見通せる革新
的技術によるメタネーションを実現。

→社会実装時に数値目標の達成が見通せる目標を設定。

研究開発目標とその考え方等

本プロジェクトの目標等と関連する研究開発内容について（気体燃料：合成メタン）
本プロジェクトでは、合成メタン製造に係る一連のプロセスの総合的なエネルギー変換効率を高める

ために必要な技術として、より高効率にメタン合成できる等の可能性のある革新的技術の開発を通じ
て、社会実装を見通せる革新的技術によるメタネーションの実現を目指す。

革新的技術によるメタネーションは、2040年代の導入拡大を目指すため、委託事業として実施し、
革新的要素技術を統合した革新的システムの構築・検証の段階で補助事業への移行を想定。
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

●カーボン
リサイクル
燃料

※代事例を記載

2040年頃の商用化に向けた大規模実証、コスト低減

低コスト化に向けた新たな基礎技術の開発（共電解等）

更なるコスト低減による
導入拡大

実証による
大規模化、低コスト化

更なるコスト低減による
導入拡大

商用的拡大
海外への展開

（ⅲ）合成メタン
コスト目標
2050年
40～50円/Nm3

(＝現在のLNG価格と
同等)

３．導入拡大・
コスト低減フェーズ ４．自立商用フェーズ●導入フェーズ： １．開発フェーズ ２．実証フェーズ

グリーン成長戦略（カーボンリサイクル・マテリアル産業）工程表より抜粋・加工

サバティエ反応によるメタネーション：NEDO事業等

革新的技術によるメタネーション：本プロジェクトのターゲット

 グリーン成長戦略において、現在技術開発が先行しているサバティエ反応によるメタネーションは、
2030年代の導入拡大・2040年頃の商用化が目標。NEDO事業等で技術開発が進められている。

革新的技術によるメタネーションは、2030年までに基礎技術を確立し、2030年代の実証、
2040年代の導入拡大を目標としている。

メタネーションの技術開発に関する工程表
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SOEC/メタン合成連携反応を
用いたメタネーション

水電解/低温サバティエ連携反応を
用いたメタネーション

PEMを用いた
メタネーション

イメージ

特
徴

原料 水とCO2 水とCO2 水とCO2

反応方法 電気化学反応 電気化学反応 電気化学反応

温度 高温（700℃程度） 低温（200℃程度） 低温（80℃程度）

メリット

水素の調達不要
高効率（排熱を有効利用）

水素の調達が不要
高効率（排熱を有効利用）

水素の調達が不要
設備コスト低減可能（１段階の反応で

メタン合成）
低温のため大型化が容易

総合効率※ 85％ 80％ 60％

コスト 高 中 低

課題

高温電解に必要なセル開発
メタン合成触媒の耐久性・反応制御

の向上
高温で一連の反応を連続するシステ

ムの構築

水電解に必要なセル開発
メタン合成触媒の耐久性・反応制

御の向上

メタン合成触媒の耐久性・反応制御
の向上

※公表情報より資源エネルギー庁試算。

革新的技術（例）

高効率にメタン合成できる可能性がある複数の革新的技術によるメタネーションが検討されており、
技術毎に特徴が異なる。

 これらの革新的技術は、先導的研究が終了した段階であって、実用化に向けた技術開発が必要。

革新的技術によるメタネーション（例）
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イメージ

① 革新的技術の要素技術
開発

② 試験装置による高効率
なメタン合成（総合的エネ
ルギー変換効率）の確認

 2050年コスト目標（40~50円/Nm3）を達成するためには、高効率にメタン合成できる可能性がある革
新的技術によるメタネーションについて、将来的に実用化できる技術か否かを見極めながら、基盤的
技術開発を進めていくことが重要。

革新的技術の要素技術の開発を進め、将来的な実用化が見通せる革新的技術に絞り込み、要素
技術を試験装置で試験することで、そこで得られた知見を要素技術開発に活用しながら、社会実装
が見通せる革新的技術の基盤技術の確立を目指す。
※早期の社会実装を進める観点から、事業の進捗に応じて、製造した合成メタンを導管に注入する等の取組も検討。

研究開発内容 修正
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都市ガス販売量の推移

出典：ガス事業生産動態統計

石炭ボイラー
燃料転換

ガスコージェネレーション
CO2削減量：40％減/年

2021年9月完成予定

昭和産業株式会社

鹿島工場（茨城県神栖市）

出典：公表情報より資源エネルギー庁作成

石炭ボイラー
燃料転換

ガスコージェネレーション
CO2削減量：56％減/年

2019年1月より稼働

TOYO TIRE株式会社

仙台工場（宮城県岩沼市）

燃料転換の事例

都市ガスの国内需要はゆるやかな漸増傾向。工業用の増加傾向が全体的な下支えとなっている。
 トランジション期の低炭素化のため、石炭・石油から天然ガスに転換する事業者も存在。天然ガスは

化石燃料の中でCO2排出量が最も少なく、燃料転換の動きが増えていくことが予想される。
 また、既存インフラを活用可能なメタネーションが実用化すれば、将来的な脱炭素化につながる。

国内の都市ガス需要



73出典：エネルギー白書2020

2018年

2040年

グリーン成長戦略（令和3年6月18日）（抜粋）

次世代熱エネルギー産業
①供給サイドのカーボンニュートラル化（ガスの脱炭

素化）
＜今後の取組＞

（略）アジアで急拡大するLNG需要の一定割
合を合成メタンに置き換えることにより、アジアにお
ける合成メタン市場の開拓と円滑な脱炭素化に
貢献していく。仮に東南アジアの１割の天然ガス
需要をメタネーションで置き換えた場合、約5,000
億円規模の投資が見込まれる。（略）

※World Energy Outlook 2020より、東南ア
ジアの天然ガス需要（2040年106Mtoe）の1割
がメタネーションに置き換わったとして試算

出典：IEA「World Energy Outlook 2019」より経済産業省作成

LNG需要の拡大

石炭ボイラー
燃料転換

ガスボイラー
CO2削減量：18％減/年※

2021年7月より稼働

燃料転換の事例

ビオズオン工場
（ホーチミン近郊）

※JCMの想定GHG排出削減量より試算

フンイエン工場
（ハノイ近郊）

出典：公表情報より資源エネルギー庁作成

エースコックベトナム株式会社
※Sojitz Osaka Gas Energy Company Ltd.

（双日と大阪ガスの共同出資会社）が実施

世界のLNG需要は、2040年までに倍増、特に中国・インドなどアジアにおける需要が増加する見通
し。また、東南アジアにおける燃料転換を日本企業が支援した事例も存在。

仮に東南アジアの１割の天然ガス需要をメタネーションで置き換えた場合、約5,000億円規模の
投資が見込まれる。

 メタネーションの技術開発・社会実装を進めることにより、アジアの脱炭素化需要の獲得につなげる。

国際的な需要予測
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供 給 側：ガス（日本ガス協会、東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、INPEX）、電力（東京電力、JERA、関西電力）

エンジニアリング（IHI、日立造船、日揮、千代田化工、三菱重工業）

需 要 側：鉄（日本製鉄、JFEスチール）、自動車（デンソー、アイシン）、セメント（三菱マテリアル）

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ：船（商船三井、日本郵船）、商社（住友商事、三菱商事、シェルジャパン）

研究機関：日本エネルギー経済研究所、CCR研究会/産業技術総合研究所、NEDO
金 融：日本政策投資銀行、JOGMEC
学 識 者：山内弘隆(一橋大学名誉教授)、秋元圭吾(RITE主席研究員)、橘川武郎(国際大学副学長)

※いずれも総合エネ調基本政策分科会委員

政 府：経済産業省、資源エネルギー庁、国土交通省、環境省

メンバー

合成メタンの社会実装に向けては、技術開発に加えて、合成メタンの生成には相当量の水素の確保が
必要であり、合成メタンのコストを低く抑えるため、水素コストが相対的に安価な海外で生成した合成メ
タンを国内に輸送するなど、サプライチェーンの構築を進めていく必要がある。また、CO2のカウントにつ
いて、カーボンニュートラルに資する方向での検討が必要。

 これらの課題（①技術開発、②サプライチェーン構築、③CO2カウント）への取組を推進するため、供給側・需要側
の民間企業や政府など関係する様々なステークホルダーが連携して取り組むメタネーション推進官民
協議会を設置（第1回:6/28開催、第2回:9/15開催）。官民が一体となって取組を推進していく。

社会実装に向けた取組（メタネーション推進官民協議会）



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
CO2等を用いた燃料製造技術開発（気体燃料：合成メタン）

予算
[2022ー

2030年]
242.2億円

（合成メタン）
革新的技術（SOEC/
メタン合成連携反応や
水電解/低温サバティエ
連携反応、PEMを用い
たメタネーション等）の
要素技術を開発し、試
験装置で合成メタン製
造の試験を重ねることで、
基盤的技術を確立
[予算：242.2億円]

2030年度までに、
①再生可能エネルギー
等の電力から製造した
水素と、②その水素と
回収したCO2からメタ
ン合成（メタネーショ
ン）する合成メタン製
造に係る一連のプロセ
ス の 総 合 的 な エ ネル
ギー変換効率が60％
を上回る合成メタン製
造が見通せる革新的
技術を実現。

[測定指標]
試験設備での合成メタ
ンを生成し、総合的なエ
ネルギー変換効率を試
算して評価

[2030年見込]
上記数値目標達成

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （短期ｱｳﾄｶﾑ） （中長期アウトカム）

2030年
CO2削減効果

[測定指標]
CO2削減量試算値

[2030年見込]
約90万トン

2030年
経済波及効果

[測定指標]
国内市場規模推算値

[2030年見込]
約200億円

2050年
CO2削減効果

[測定指標]
CO2削減量試算値
[2050年見込]
約8,000万トン

2050年
経済波及効果

[測定指標]
国内市場規模推算
値
[2050年見込]
約1.8兆円

アウトカム（世界市場規模推計）試算の考え方
・合成メタンにおけるアウトカムは、2019年時点の都市ガス需要を参照して都市ガス需要の1%（2030年）もしくは90％（2050年）
を合成メタンが代替するとして試算された国内需要規模及び削減ポテンシャルを算出したもの

2050年
カーボン
ニュート
ラル達成

経済効果
190兆円

（インパクト）
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修正



2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

【研究開発項目３】合成メタン製造に係る革新的技術開発
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実施スケジュールのイメージ（合成メタン）
 革新的技術の要素技術の開発を進め、将来的な実用化が見通せる革新的技術に絞

り込み、要素技術を試験装置で試験することで、そこで得られた知見を要素技術開発
に活用しながら、社会実装が見通せる革新的技術の基盤技術の確立を目指す。

 2024年度までにラボスケール、2027年度までにベンチスケールでの合成メタン製造の
総合的なエネルギー変換効率60％以上を実現※し、2030年度までの基盤的技術
の確立につなげる。

革新的要素技術開発

革新的技術の選定･要素技術の開発

要素技術を統合した
革新的システムの技術開発

（試験等で得られた知見を活用）

革新的システムの構築・検証

革新的システム
技術開発・検証

※革新的システム開発・構築に必要な個別要素技術の実験的検証及び理論的検証を含む

ラボスケールでの
総合的エネルギー変換効率60％以上の実現

ベンチスケールでの
総合的エネルギー変換効率60％以上の実現

基盤的技術の確立として安定的に
総合的エネルギー変換効率60％以上の実現

追加
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目次

１．背景・目的
２．各燃料における課題、目標、研究開発項目等
（１）合成燃料
（２）持続可能な航空燃料（SAF）
（３）合成メタン
（４）グリーンLPG
３．スケジュール



LPガス需要の内訳

家庭業務用
（45.8％）

工業用
（22.9％）

化学原料用
（19.3％）

都市ガス増熱用
（8.3％）

自動車燃料用
（3.6％）

総需要合計 約1,253万トン（2020年度）

原油精製による製品別の留分割合

重油 20%

中間留分 40%
(ジェット燃料、灯油、軽油)

ガソリン 27%

ナフサ 10%
LPガス 3%
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LPガスの概要
 LPガスは、プロパン（C₃H₈）、ブタン（C₄H₁₀）からなる可燃性のガスであり、化石燃料の一種。

燃焼時のCO₂排出量はメタンガスに次いで少量。

 LPガスは可搬性、貯蔵の容易性に利点があり、住宅や飲食店、工場でのボイラー燃料や熱加工用、
自動車燃料、都市ガス増熱用途等と幅広く利用されている。とりわけ、都市ガスが接続されていない郊
外や離島等で普及しており、４割の住宅（2300万世帯）が利用。

導管による系統供給ではなく、ボンベによる分散型供給であるため、災害時に施設が被災していなけ
れば利用できるというメリットがある。そのため、病院や福祉施設、避難所になる公共施設では、災害
時に備えたLPガスの利用が進んでいる。



中国、インド

日本

世界のLPガス消費量の見通し

（百万トン）
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世界のLPガス消費量の推移と見通し
 アジア大洋州でのLPガス消費の拡大が続いており、薪・石炭からの燃料転換により、とりわけ、中国、イ

ンドでは消費が急増している。2030年までに5000万トンの需要増が見込まれている。

 これらの国々の一人当たりの消費量は、依然、日本の半分にも満たない状況であり、生活レベルの向
上や経済発展に伴う工業用途の拡大により、世界のLPガス消費量を長期的に牽引。

出典：世界LPガス協会 Statistical Review of Global LPG 2020
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アジアの主要なLPガス消費国の消費量推移

中国

インド

日本
韓国

インドネシア タイ

（百万トン）

アジア大洋州地域

北米地域
中東地域

南米地域

欧州地域

アジア諸国の一人あたりの家庭用LPガス年間消費量

2030年の世界のLPガス市場は推計27兆円

5000万㌧
増加
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世界のLPガスの供給見通し
脱化石燃料の潮流の中で世界の石油生産は、今後減少していくことが予測されており、石油精製から

生産されているLPガスも石油生産の減少に伴い、生産量が減少していく。

一方、中国、インドを中心とした世界のLPガス消費の拡大は継続するため、需給がタイトになり、LPガ
ス価格が長期的に上昇していくと見られる。

（百万㌧）

出典：世界LPガス協会 Statistical Review of Global LPG 2020

世界のLPガスの需給見通し
総需要 需給バランス総生産量
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（百万バレル/日）

（留意）迅速移行のシナリオは、カーボンプライシング等の政策
によって脱炭素化が推進された場合の推移。
通常のシナリオは、近年の政策、技術等が引き続き維持
されたと仮定した場合の推移。

出典：BP energy outlook 2020

迅速移行のシナリオ

通常のシナリオ

世界の石油生産見通し
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国内のLPガス需要推移と見通し

家庭業務用 工業用 都市ガス用 自動車・船舶用 化学原料用 電力用

（万トン/年）

1400万トンで推移

コロナ禍による
需要減 政府見通し

日本国内のLPガス需要の推移
地方での人口減やガス機器の省エネ化、オール電化住宅の普及により減少傾向にあったが、近年は

1400万トンで推移。

近年増加する災害に備え、学校・病院・福祉施設にバルクタンクを設置したLPガス非常用発電機の設
置が増えるなど、長期間保管で劣化せず、保存性の良いLPガスの良さが見直されている。
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※1 CCSによるCO₂回収・地下貯蔵の費用は、現在、7000円/CO₂トン。
※2  ガス機器からIHコンロや電気給湯機等の電気機器への転換に工事費含め、１世帯当たり100万円かかるとすると、

2300万世帯×100万円で、一般家庭のエネルギー転換に23兆円のコストが発生する。

脱炭素化されたLPガス供給の必要性
以下の事由により、都市ガス同様に、脱炭素化されたLPガス（グリーンLPガスと呼称）供給は維持され
る必要がある。

我が国の2050年のカーボンニュートラル達成のためには、需要の多寡にかかわらず、現在の燃料の脱
炭素化に取り組む必要がある。仮に、LPガスが脱炭素化されない場合、2050年において国内で
2400万トン/年ものCO₂を排出することになる。このCO₂排出量をCCSの取り組みで、相殺する場
合、1680億円/年もの費用※1がかかる。

太陽光発電やアンモニア/水素といった、ガスの代替エネルギーの開発普及に今後取り組まれるも、エネ
ルギー転換にはコストがかかる。仮に、現在LPガス利用の2300万世帯を電化しようとすると、
23兆円※2もの国民負担を求めることになる。

 また、アジアを中心に薪・石炭からの燃料転換によりLPガス需要は急増している。近年、拡大する市場
を求めて、LPガス企業もアジアに進出してきており、グリーンLPガスの生産技術の確立により、アジアを
市場として海外展開し、アジアのLPガスの脱炭素化を推進していくことができる。

 これにより、アジア市場において、グリーンLPガスの展開がされると2.7兆円の市場規模が見込まれ、
4050万トン/年ものCO₂を削減できる。
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TOKAI

TOKAI（上海）
岩谷産業（広州・上海）

TOKAI
I・T・O

サイサン

サイサン
エアウォーター
I・T・O
レモンガス

サイサン

サイサン

サイサン

サイサン

サイサン
伊藤忠エネクス

サイサン

サイサン

I・T・O

伊藤忠エネクス

現地企業Gas One Energy India Private社
との合弁事業

現地企業Petro Center Corporation社
との合弁事業

現地企業WPエナジー・パブリック社
との合弁事業

現地企業PAP GAS & Oil社
との合弁事業

LPガス産業のアジアへの展開状況
既に拡大するLPガス需要をにらみ、LPガス大手企業はアジア諸国への海外展開を始めている。

我が国も進出したLPガス大手企業のネットワークと世界に先駆けてグリーンLPガスの生産技術を確立
したプラントの優位性を活かし、グリーンLPガスの海外展開を進め、アジア市場をリードしていく。
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LPガス 輸入価格の長期見通しUSドル/トン

コロナ禍での
世界的需要減による価格低下

出典：Argus社 LPG analytics Services - long-term Market review -

アジア市場へのグリーンLPガス供給

グリーンLPガスの海外展開の展望
今後、石油生産が減少し、石油精製からのLPガス生産も減少する一方で、LPガスの世界需要は拡

大を続けるので、長期的には国際的なLPガス価格の上昇が予見される。そのため、グリーンLPガスの
原価のギャップも小さくなっていくと考えられる。

需要拡大が見込めるアジアにおいては、近年、日本のLPガス企業の進出が進んでいる。現地で日本
のLPガス会社と提携することで、グリーンLPガスの販路開拓については円滑に確保できる。なお、アジア
のグリーンLPガス市場は推定2.7兆円／年と試算※。

 アジアへのグリーンLPガス供給については、豪州・中東等の水素生産国でグリーンLPガスを生産し、ア
ジアに輸出するオペレーションが考えられる。
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水素100円/㎥
（現在の価格）

水素50円/㎥ 水素30円/㎥
（2030年目標）

水素20円/㎥
（2050年目標）

水素15円/㎥
（2030年頃の豪州
国内での価格）

製造原価試算 ６０.１万円/トン ３６．６万円/トン ２７．１万円/トン ２２．３万円/トン １９．９万円/トン

グリーンLPガス製造原価の変化 ※ 試算条件：生産量1000トン／年、CO₂は無償で調達

2.3円

2.9円

8.5円

0.5円

9.8円

3.2円

2.6円

豪州ブルー水素価格30円/N㎥（2030年目標）
のコスト内訳

褐炭燃料

CCS

水素製造

水素パイプライン

水素液化

積荷基地

水素輸送船

※経済産業省 長期地球温暖化対策プラットフォーム
「海外展開戦略タスクフォース」第２回会合 川崎重工資料より作成

豪州ブルー水素を原料に使った
グリーンLPガスのコスト試算（20.4万円/トン）

グリーンLPガス製造原価
19.9万円/トン※２

日本・アジアへの輸送費
0.5万円/トン※１

※１ 中東からアジアへのLPガスのフレート価格45ドル/トン
（船賃、港費含む）を適用

※２ 水素価格15円で試算された製造原価
※３ CO₂については、ブルー水素製造過程で排出される

CO₂（CCSで処理）は利用せず、別途、豪州で排出
されるCO₂等を調達する

水素を日本に
輸送するコスト

豪州国内での
ブルー水素
価格15円/N㎥

海外でのグリーンLPガス生産のビジネスモデル（案）
 豪州の褐炭から生産されるブルー水素の価格内訳をみると、コストの半分が日本に輸送するための費用。

グリーンLPガスの現地生産を行うことにより、2030年頃には、豪州国内で15円/N㎥程度でブルー水素を調達でき
る可能性がある。

 豪州国内でグリーンLPガスを生産し、日本やアジアに輸出した場合のコストは、20.４万円/トンと推計され、現在
の小売価格である40～50万円/トンと比べても十分商業ベースに乗ると考えられる。

試算上、ブルー水素を使用したが、
現地のグリーン水素の利用を模索
していく。

修正 資6(p.9)



 グリーンLPガスの需要は、SDGｓ経営を指向する法人や発注先からカーボンニュートラルな生産によってつくられた製品を求められる企
業の需要と考えられる。よって、アジアのグリーンLPガスの需要は、工業/商業用途と考えられる。

 東南アジアの2040年時点でのLPガス需要は2900万トン/年。うち、法人需要となる工業/商業用途は、600万トン/年（20％）。
 南アジアの2040年時点でのLPガス需要は5100万トン/年。うち、法人需要となる工業/商業用途は、750万トン/年（15％）。

→ 東南アジアと南アジアの工業/商業用途のLPガス需要は1350万トン/年の規模になる。この需要に、日本の小売価格の半分で
ある20万円/トンをアジアでの小売価格と見做し、アジアにおけるグリーンLPガス市場規模を2.7兆円と試算。

（参考） アジアのグリーンLPガス市場
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出典：Argus社 LPG analytics Services - long-term Market review -
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（参考） 政府のグリーンLPガス海外展開支援
日本のLPガス企業のアジアへの海外展開を後押しすべく、LPガス国際セミナーやアジアLPガスフォーラ

ムを開催。アジア諸国のLPガス業者と日本企業とのネットワーク作りに貢献。今後、日本のグリーンLP
ガスの取り組みを紹介し、アジア諸国のLPガス業界の啓蒙を図っていく。

国際石油ガス協力機構による、現地LPガス企業への日本のLPガスマネジメント技術の指導を通じた、
日本企業とのネットワーク作りへの貢献。今後、グリーンLPガスのビジネス基盤となる、認証制度、品質
基準、ブランド化ノウハウを指導。

 ペトロベトナムLPG社等への技術協力（2016年度～2022年度）



事業者 国 生産量（千トン/年） バイオLPガスのブランド名

World Energy（旧:AltAir Fuels） 米国 7

Renewable Energy Group 米国 1.3 Bio Propane

Valero: Diamond Green Diesel 米国 10 Renewable naphtha

Global Bioenergies デンマーク 0.1 Isonutylene（販売事業者：Butagaz）

Repsol スペイン 2018年に生産開始

Total フランス 30

Eni イタリア 20 Green LPG

Irving Oil アイルランド 3

Neste Oil オランダ 90 Bio LPG（販売事業者：SHV Energy）

PREEM スウェーデン 15 Ecoblem（販売事業者：AGA）

Biomix（販売事業者：Kosangas）

海外でのバイオLPガスの生産（2018年） 出典：世界LPガス協会報告書

海外でのバイオLPガス生産の動向
欧米ではバイオマス原料から生産されるバイオディーゼルの副生品として、バイオLPガスが生産され始

めている。バイオLPガスはブランド化され、プレミアム価格で取引されている。

 バイオLPガスは、既存の石油精製工場での水素化処理に、パーム油等の植物油を入れてバイオディー
ゼルとともに生産。既存施設を利用できるため簡易であり、主流となっているが、バイオディーゼルとバイ
オLPガスの生産比率は10：1であり、バイオLPガスを大量生産はできない。
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バイオマス
原料 メタン発酵

メタン、二酸化炭素
CH4,CO2

一酸化炭素、水素に改質
CO,H₂

メタノール合成
CH₃OH

LPガス（産出量の16%）、
ガソリン（産出量の84％）の生成O₂,H₂O

H₂O
バイオマス原料からのガソリン／LPガス生成技術（エクソンモービル）

石炭や天然ガスを原料に、CH₄,CO₂を取り出す工
程に置き換えて、中国、NZで事業化されている。

廃
棄

木質原料からのガソリン／LPガス生成技術（米国エネルギー省 Gas Technology Institute）

木質
原料

木質原料
の乾燥

高圧流動床
ガス化装置

高温ガス
フィルター

タール、メタン
改質器

廃棄物加熱
ボイラー

合成ガス
クーラー／
凝縮器

合成ガスから酸性ガス,
不純物の除去

メタノール、DME
合成

ガソリン
合成

分離
処理

LPガス（産出量の8.4％）

ガソリン（産出量の91.6％）

ブタン ２/3, プロパン 1/3

※2010年から2014年に実証運転がおこなわれた。

出典：世界LPガス協会「バイオLPガス－再生可能な未来へ－ マーケット、原料供給、プロセス技術、プロジェクト及び環境へのインパクト調査」

投入

海外でのLPガス生産の先進技術の取り組み状況
世界的に見ても、現在、非化石原料からLPガス生産に特化した先進技術はなく、ガソリンやディーゼ

ル等の燃料の生産の中で、LPガスも副生されるという技術になっている。LPガス生産を主目的としてみ
た場合、ガソリンの副生のため、生産効率が悪く、LPガスの生産性が小さいことが課題。



②プロパネーション/ブタネーションによる製法

H2

反応器 280℃
CH3OH
メタノール

現在の
生成率
30％H2CO DME

ジメチルエーテルCO

プロパン
C3H8

CH4

メタン

ブタン
C4H10

①メタネーションによる製法（サバティエ反応による直接製法）

反応器 200℃
CO₂ H2 CO₂ H2

電加することで、合成を促進

ガソリン等の合成燃料
C5～

③FT反応合成（直接製法）

反応器 700℃CO H2

電加することで、合成を促進

CO H2

主な用途・特徴
発電用途
都市ガス用途
※ガス管等インフラ必要

主な用途・特徴
家庭・業務等の熱利用
※液化するので可搬性あり、

保存性が良く、災害時も
有利

主な用途・特徴
運輸燃料
※エネルギー密度が大きいが、

生成時にも大きなエネル
ギーが必要

本基金事業のターゲット
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炭化水素の合成技術
炭化水素は炭素鎖の長さにより性状や用途が異なり、それぞれに応じた合成法の研究が必要。いずれ

も原料として水素が必要となっている。

特に、プロパン・ブタンの生成（②）については、メタネーションやFT反応合成とは異なり、合成に多量
の電力が不要な、メタノールを経由した合成が効率的。現在の生成率は30％と低いため、これを商用
ベースに活用できる高効率な触媒の研究が必要。
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 現在、LPガスは輸入を行う元売り会社から、卸売り会社、小売会社を経由して消費者に届けられており、川上から川下までのLP
ガスのサプライチェーン構造が長くなっている。それぞれの流通に関わる業者が事業者利益を確保して取引するので、LPガスの小売
価格は、輸入・小売をする都市ガスに比べ２倍程度高くなっている。

 グリーンLPガスの生産技術が確立し、事業リスクが低下すれば、LPガス関連会社や産業用ガス製造会社等がグリーンLPガスの生
産に参入し、製造・販売に取り組む可能性もある。製造事業者が販売もするようになることで、グリーンLPガスの製造原価が高くと
も、流通中間コストがなくなるため、一般のLPガスと価格競争できる可能性がある。

【考察】 グリーンLPガスの生産技術の確立による産業構造の変化

LPガス
元売り会社 卸売会社 小売り会社 消費者

米国や中東から
輸入したLPガス

現在のLPガスのサプライチェーン

グリーンLPガス製造事業者が直接販売をすれ
ば、従来の流通中間コストが不要になる。

輸入価格
７万円/トン

卸売価格
13万円/トン

小売価格
40～50万円/トン

製造原価20～30万円/トン

消費者

グリーンLPガスの製造・販売一体の事業展開
グリーンLPガス

製造業者

グリーンLPガスの社会実装の方向性
以下の２つの取り組みによって、普及を図る。
①一般のLPガスと混合して、供給する（都市ガスのメタネーションによる合成メタンも同様）
メリット：グリーンLPガスの生産コストをLPガス料金全体に転嫁できる

②グリーンLPガスを一般のLPガスと差別化して販売する（欧州のバイオLPガス販売と同様）
メリット：サステイナブルなエネルギーを求める需要家の要望に応えることができる。
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（参考） グリーンLPガスの国内流通に伴うビジネス環境の整備
【品質基準】
 LPガスの国内流通にあたっては、品質基準があり、成分等について適合させる必要あり。従来の石油精製からつく

られるLPガスにおいては、確立された製造技術により生産される高品質のLPガスが求められてきたが、従来の品質
基準に適合しようとして、改質工程を繰り返すと、過度な製造コストがかかることが懸念される。

 グリーンLPガスの製法によって含有される成分について検証※１し、必要に応じて、品質基準の見直しを行い、グ
リーンLPガスが流通しやすいビジネス環境を整備していく。

【第三者認証】
 非化石原料からの生産されたLPガスについて、第三者認証制度の必要性が世界LPガス協会で議論されている。

グリーンLPガスの第三者認証制度を確立をすることで、グリーンLPガスの信頼性の高い取引環境を整備。
【グリーンLPガスのサプライチェーンの在り方】
 原価が高いグリーンLPガスの流通のについて、

検証し、その在り方や展望を示す。
【業界統一ブランド化】
 グリーンLPガスに取り組む各社がそれぞれの

自社ブランドとして取り組むと、需要家への
認知を高めていくことが困難なため、業界統一
ブランド※２として、呼称、要件、ロゴマーク等を
定め、業界を挙げてPRしていく。

※１ 反応器内でLPガスにならなかった、未反応のDME（ジメチルエーテル）が、
そのまま反応器から出てくることが予想される。DME自身は可燃性のガスで
物性もLPガスに類似しており、10％～20％は、LPガスに含まれていても
支障ないと考えられる。

※２ ガス業界ではこれまでも、差別化が必要な商品について、
高効率ガス給湯機にエコジョーズ、家庭用燃料電池にエネファームと、
業界統一ブランド化を図り、PRする取り組みが行われてきている。
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早稲田大学 先進理工・応用化学 関根泰教授（座長）
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巽孝夫テクニカルコンサルタント
（株）サイサン技術開発部 小出達弥部長
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ジクシス（株） 上林稔環境設備保安部長
（株）ジャパンガスエナジー 久松勝之販売促進部長

研究会の開催経過と主な議題

第一回研究会：2020年11月20日
• 非在来型触媒でエネルギーの環境と未来をつくる（関根座長）
• メタネーション関連技術および産総研の取り組み紹介（産総研）
• バイオ燃料開発を巡る日本LPガス協会のこれまので動向（日本LPガス協会）

第二回研究会：2020年12月17日
• 水素社会の実現に向けて（岩谷産業（株））
• FT合成について（千代田化工建設（株））
• CO₂－メタネーション技術の現状と課題（国際石油開発帝石（株））

第三回研究会：2021年1月22日
• SOECメタネーションとC１～４成分併産への挑戦（大阪ガス（株））
• バイオマスからのDME等のクリーン燃料の製造技術に関する産総研の取組み

（産総研）
• JFEエンジニアリングにおける廃棄物ガス化技術及びバイオマスプラント

（JFEエンジニアリング（株））

第四回研究会：2021年2月26日
• 地産地消エネルギーによる地域のカーボンニュートラル化（大成建設（株））
• 高効率LPG合成プロセスの開発（HiBD研究所）

第五回研究会：2021年3月25日
• 家畜のふん尿から新しいエネルギーを創出する技術を開発（古河電工（株））
• DME混合によるLPガスの低炭素化（日本DME協会）
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（参考）日本におけるグリーンLPガスの動向
非化石燃料由来のLPガス生成の可能性を模索すべく、日本LPガス協会を事務局として、「グリーンLP

ガス研究会」を立ち上げ、エンジニアリング会社、産業技術総合研究所等の有識者を交えて、メタネー
ション技術やバイオマス技術等のガス合成に関わる技術動向を確認。

※2001年度～2006年度において、NEDO補助事業等でLPガスの代替燃料として水素と一酸化炭素からのDME（ジメチルエーテル）合成研究が行われた。
DMEについては、パッキン等のゴムを劣化させる特性があり、漏洩による火災事故につながる恐れがある。安全確保の観点から、LPガスに10％～20％まで合成DMEを
混入することで利用できるものの、この様な利用はLPガスの低炭素化に留まるため、LPガス業界からはグリーンLPG合成技術の確立が期待されている。

修正 資6(p.9)
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設 立 日：令和３年１０月
所 在 地：日本LPガス協会内（虎ノ門）
会 員 企 業：LPガス元売り５社（アストモスエネルギー、ENEOSグローブ、ジクシス、ジャパンガスエネジー、岩谷産業）

役 職 構 成：小笠原 剛 会長（日本LPガス協会会長との兼務、アストモスエネルギー社長）
岩井 清祐 副会長（日本LPガス協会副会長との兼務、ENEOSグローブ社長）
野倉 史章 副会長（日本LPガス協会副会長との兼務、ジクシス社長）
吉 田 栄 業務執行理事（日本LPガス協会専務理事との兼務）
上 平 修 事務局長（日本LPガス協会事務局長との兼務）

研 究 者：藤元 薫氏（元東京大学教授、北九州市立大学名誉教授、ガス合成の専門家）
※上記のほか、数名の研究者を確保する予定。

（参考）（一社）日本グリーンLPガス推進協議会の創設
グリーン水素等を利活用し、LPG需要全量のグリーン化を進めていくため、LPガス元売り

５社によって新団体を創設。
新団体は、既存の日本LPガス協会の事務局が兼務しつつも、触媒やガス合成の専門家を

確保し、グリーンLPガスの研究開発を担える体制とする。

修正 資6(p.9)



今後のLPガス国内需要長期見通しとグリーンLPガスの普及の関係

2020年 2030年 2040年 2050年

1,256万トン

グリーンLPガスの普及

800万トン

2050年市場規模
3.2兆円／年

2050年市場規模
2.7兆円／年
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（参考）日本におけるグリーンLPガスの動向
CO₂削減効果
 2050年においても約800万トンの需要が見込まれるLPガスをグリーンLPガスにすること
で、年間約2,400万トンのCO₂削減（LPガスのCO₂排出量：3.0kg・CO2/kg）。2030
年から2050年の累積では、2.4億トンのCO₂削減。

経済効果
 国内のLPガス需要の全てがグリーンLPガスに置き換わることで、2050年には年間3.2兆
円の国内市場を創出。2030年から2050年の累積では32兆円の国内市場を創出。また、
アジアを中心とした海外市場では、年間2.7兆円を創出。



経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分
CO2等を用いた燃料製造技術開発（気体燃料：グリーンLPガス）

予算
[2022ー

2030年]
35.5億円

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （短期ｱｳﾄｶﾑ） （中長期アウトカム）
非化石燃料由来のグリーン
なLPガス合成技術を確立
し、商用化を実現

[測定指標]
グリーンLPガスの年間生産量

[2030年見込]
1000トン／年

アウトカム（国内市場規模推計）試算の考え方
・2030年については、その時点のグリーンLPガス生産量に小売価格（40万円/トン）を乗じて試算。
・2050年については、2050年のLPガス国内需要推計とアジア市場での需要推計を基に、それぞれの需要をLPガス小売価格（国内40万円/トン、海外20
万円/トン）を乗じて試算。

・CO2削減量については、LPガスは燃焼時に、３倍のCO2を排出することから、2030年については、グリーンLPガス生産量に３を乗じてCO2削減量を試算。
2050年については、国内/アジア市場での需要量に３を乗じてCO2削減量を試算。

2050年
カーボン
ニュート
ラル達成

経済効果
190兆円
の一部

（インパクト）
グリーンLPガスを生成するため
の合成方法・触媒については、
生成率が低いため、生成率を
改善した合成方法・触媒を開
発する。

生成率の目標値：
現在30％ → 目標50％

[予算：35.5億円]

2030年CO2削減効果
[測定指標]
グリーンLPガス年間生産量

[2030年見込]
3000トン・CO₂削減

2030年経済波及効果
[測定指標]
国内市場規模推算値

[2030年見込]
約４億円

2050年CO2削減効果
[測定指標]
グリーンLPガス年間生産量

[2050年見込]
約6450万トン・CO₂削減

2050年経済波及効果
[測定指標]
国内市場／アジア市場規

模推算値

[2050年見込]
約5.9兆円
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目標
（グリーンLPガス）

内容：化石燃料によらないグリーンなLPガス合成技術の開発
（委託、補助）

 目標（グリーンLPガス）：
2030年までに生成率50％となる非化石燃料由来のグリーンなLPガス合成技術を確立し、
商用化のための生産を行う。生産量は、年間1000トンを目指す。

 考え方：
グリーンLPガスの生成については、現状では30％という非常に低い生成率について、生成率
が高い合成方法、触媒を開発することが、事業全体の生産性を大きく改善することにつながる。
グリーンLPガス生産を事業化するためには、生成率50％に達する必要がある。生産量につ
いては、事業化するためには、一定の規模の生産量になる必要があり、年間1000トンという
規模は事業化のための必要な規模と考えられる。

研究開発目標とその考え方等

本プロジェクトの目標等と関連する研究開発内容について（気体燃料：グリーンLPガス）

本プロジェクトでは、非化石由来のグリーンLPガスの生成技術確立し、社会実装によって、グリーンLPガ
スの商用化による生産を目的として、以下の目標、研究開発内容を設定。

 グリーンLPガスにおいては、基盤技術となる触媒や合成方法、プラント設計に係る周辺基盤技術が未
確立であるため、商用化まで10年足らずで実現する革新的な技術開発は委託で開始することを想定。



2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

【研究開発項目４】化石燃料によらないグリーンなLPガス合成技術の開発
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実施スケジュールのイメージ（グリーンLPG）
 ラボレベルでの触媒開発・合成プロセスの性能評価（フェーズ１）、ベンチプラントでの

検証（フェーズ２）、大規模実証プラントによる実証（フェーズ３）の３つフェーズで研
究を進めていく。

 研究開発の進捗を管理するため、以下の２つのステージゲートを設定し、そのフェーズで
の目標を達成しているかどうかを確認し、次のフェーズに進むべきかどうかを判断していく。
 2023年度：シミュレーションによる推計結果で、生成率50％に達していること
 2025年度：ベンチプラントによる検証結果で、生成率50％に達していること

化石燃料によらない
グリーンなLPガス合
成技術の開発

実証運用大規模実証プラント設計・建設

ベンチプラントでの検証

触媒開発・性能評価

シミュレーションにおい
て、

生成率50％の達成

ベンチプラントにおい
て、

生成率50％の達成

大規模プラントでの実証 大規模プラントでの
実証

追加
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目次

１．背景・目的
２．各燃料における課題、目標、研究開発項目等
（１）合成燃料
（２）持続可能な航空燃料（SAF）
（３）合成メタン
（４）グリーンLPG
３．スケジュール
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（参考）プロジェクトの想定スケジュール（例）

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

【研究開発項目１】合成燃料の製造収率、利用技術向上に係る技術開発

ラボスケールでのプロセ
ス検証

ベンチプラントによる運
転検証

パイロットプラントによる
運転検証

触媒開発・プロセス設計

プラント設計・建設
運転検証

プラント設計・建設 運転検証

要素技術の組み合わせによる評価・各要素技術改良

（TRL：4）

（TRL：4、5）

（TRL：5、6）

ステージゲート

パイロットプラントによる
運転検証

運転検証触媒開発、プロセス設計、
ベンチプラント設計・建設

（TRL：4）

運転検証

（TRL：４、5）

ラボ要素技術開発、
ベンチプラントテスト

パイロットプラント設計・建設 パイロットプラントでの
製品規格適合性確認

（TRL：5程度）（TRL：3、4程度）燃料利用技術の革新

各要素技術の開発

修正
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（参考）プロジェクトの想定スケジュール（例）

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

【研究開発項目2】持続可能な航空燃料（SAF）製造に係る技術開発

【研究開発項目3】合成メタン製造に係る革新的技術開発

【研究開発項目4】化石燃料によらないグリーンなLPガス合成技術の開発

SAF製造技術開発

SAF製造実証

制度的支援等

革新的要素技術開発
革新的技術の選定･要素技術の開発

要素技術を統合した革新的システムの技術開発

（試験等で得られた知見を活用）

革新的システムの構築・検証革新的システム技術開
発・検証

（TRL：4）

（TRL：4、5） （TRL：5、6）

SAF製造技術開発

実証運用

制度的支援（ASTM規格、 CORSIA適格燃料等）

（TRL：4）

（TRL：5、6） （TRL：7）

大規模生産に
向けたFS

国内での大規模生産に向けた
商用規模プラントの建設

ステージゲート

化石燃料によらないグリーン
なLPガス合成技術の開発

触媒開発・性能評価

大規模実証プラント設計・建設 実証運用（TRL：4）
（TRL：5、6） （TRL：6、7）

ペンチプラントでの検証

（TRL：4）

実証設備詳細設計・建設

修正
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